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ドイツ新報酬制度実態調査報告
一ドイツの業績・成果給〔2〕－
忠大 塚
要 約
『経済論集』58巻3号「・ ドイツの業績給・成果給(1)」で背景を労使関係から見た
ので、本号では個々の企業ごとにその詳細を明らかにしようとした。詳しく見るために
2007年6月に1ヶ月の調査旅行をし、実態調査の結果を示したものである。管理職層に
はほぼ成果型の俸給制度が導入きれたのに対して、一般従業員の場合は基本給積み上げ
分に数値目標を設定し、その達成度を何らかの形で反映させること （特にボーナス）は
徐々に普及していることが明らかになった。公的職業訓練で能力開発は基本的に終了し
ていると見るドイツでは、基本給でランクわけをし、積み上げ分で業績を上げるインセ
ンテイブを与えるところが日本と違ってくる。 目標管理に沿った成果給の普及と浸透は
日本より遅れがちだが、ボーナスがシステマティックに使われ始めた事も含め、同じよ
うな経緯をたどっているように思われる。
キーワード：目標管理；ボーナス；数値目標；変動給;ERA
経済学文献季報分類番号:10-30;10-35;10-72;15-13
第一章企業成果報酬の概観
「経済論集』58巻3号の論文で見たように、基本給と業績給に比較的強い組合規制のある
ドイツの企業が、労務費の増加を抑え、グローバル化に対応してリストラと企業戦略とし
ての顧客重視を実現するために設計した報酬制度は、組合規制に事業所選択の余地のある分
を利用するか、概ね組合規制の対象からは外れる報酬|分を積み上げる形をとってきた。そ
して、すでに90年代以来業績査定の事業所レベルへの委譲を任せた化学産業に次いで、金
属・電機産業でも、ERAに移行することによって、平均業績給の最低枠は規制きれたが、業
績給の実際の内容規定は事業所レベルの労使関係に権限を委譲することが明らかになった。
このような規制レベルの事業所への移動は報酬|に関してばかりか、 もうひとつの労働条件で
ある労働時間に関しても起こっている。 IGメタルの『活動報告書2003-2006』は、政党ばか
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りか政府までもが規制からの乖離を認める開放条項を求め始めたことを背景にして、各地で
地方協約が締結され、開放条項が実施され始めたことを明らかにしている。金属工業家連盟
が求める総開放条項はできなかったが、経営危機ではなくても雇用安定や競争力の維持の目
的であればIGメタルの了解の下に一定期間の条件緩和が行えるようになったのである。たと
えばヘツセンでは週40時間までの労働時間の延長を認める事業所従業員の割り当てを13%か
らさらに上層等級職員層と協約外職員に限って45％まで認める協約を2004年に締結していた
(HessenTarifVereinbarung2004)。競争力強化とイノベーシヨン促進が延長の理由であり
それによって立地を失わないためである。こうして、2003年から2006年までに890件の協約
以下の労働条件企業が生まれそのうち、20％がこのような条件緩和企業であり、条件緩和措
置のうち63％が労働時間の規制緩和であった。開放条項で週35時間を越える労働時間を実施
する企業は徐々に増えてきているのである。こうしてIGメタル活動報告書の表現では、労働
条件規制の中心はいまや事業所になりつつあるのである(IGM/VorstandGeschaftsbericht
2003-2006,82ff)。
報酬制度設計に戻ろう。ERAの実施は協約締結が一番早かったバーデンーヴュルテンベ
ルクが一番早く、実施に関する労働協約で2003年9月から12カ月後、つまり2004年9月
までには実施されていることになっている(EinfUhrungstarifVertragzumERA-TVvon
Baden-Wdrttemberg2003)。ヘッセンのERA導入労働協約では、2006年から実施という約
束であった。2007年6月にドイツの成果給の導入状況を調べるためにいくつかの事業所を訪
問した。このうち金属産業の訪問事業所はほとんどヘッセンかバーデンーヴュルテンベルク
にあったから、ERA導入後の状況を見れる。ただし、訪問した事業所がすべて、事業所人
事戦略の一環として上に上げたような事業所特有の報酬制度を積み上げていたわけではな
い｡IGメタル協約部紹介で訪問したオッフェンバッハのMANROLAND印刷機械の場合は、
基本給以外ではヘッセン支部が規制しているプレミア賃金と査定付き業績手当しかなく、従
業員委員会の話では上司の査定は客観的であることは少なく、窓意的で事業所内労使関係の
悪化の要因のひとつだ、 ということであった。
このように、事業所内労使関係が対立的で、従業員委員会がIGメタルの指導のもとにあ
る事業所もあるが、他の訪問した事業所では多くが事業所独自の業績・成果報酬を積上げて
いた。それらの具体的な内容を紹介するのがこの論文の目的であるが、その前に企業成果給
の導入状況について労働省の労働市場・職業研究所IABと、ハンスベックラー財団社会経済
研究所WSIの調査がある(WSI,Tarifhandbuch2007)ので、それらに基づいて全般的状況を
見ておくことにしよう。 IABの調査は、93年から行われているドイツの社会保険加入者のい
る全事業所を対象にしたパネル調査に、利潤・資本参加の有無を付け加えて聞いたものであ
’
’
’
2
ドイツ新報酬制度実態調査報告一ドイツの業績・成果給〔2〕 － （大塚） 247
る。調査は2001年と2005年の2回行われており、利潤参加では、企業成果に連結した追加報
酬が支給されているかどうか、資本参加では、自社株の購入権などの資本参加権の付与があ
るかどうかを事業所に聞いたものである。
第1表企業成果への従業員の参加
構成比％
出展 IABKurzberichtNr.’
調査事業所数はほぼドイツの全16,000事業所をカバーしている。利潤参加も、資本参加も
ヨーロッパでは遅れがちで、 2001年の調査では14か国中8位か9位に位置する。表から明ら
かに、株式オプションなどの資本参加より、企業成果を報酬として配分する利潤参加を取る
事業所のほうが多い。2005年の方が東西とも利潤参加は多くなっている。規模別では西のほ
うがわずかではあるが大企業に従業員の利潤参加が多い｡産業別では､サービス業､特に銀行・
保険業と、商業、対企業サービスで利潤参加が広まっている。加工産業でも、素材、投資財
産業が比較的多い。鉱山･エネルギー･水道は西ドイツで多くなってきている。課題は業績．
成果給の普及であるから、事業規模で比較的大きく、かつ加工産業と信用・保険業、対企業
サービスなどで利潤参加が比較的進んでいることがわかればよい。日本と比べると2005年時
「
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利潤参加 資本参加
2001年 2005年 2001年 2005年
西 東 全 西 東 全 西 東 全 西 東 全
事業規模
l～49人 8 7 8 8 8 8 2 2 2 2 1 2
50～249人 21 16 20 24 20 23 4 4 4 3 3 3
250～499人 29 15 26 30 21 28 6 6 5 4
500人以上 33 12 30 36 21 34 13 12 8 7
産業別
農林業 9 1l 6 2
鉱山･エネルギー･水道業 13 12 27 25
加工産業 13 8 12 10 10 10 3 2 3 2 1 2
内、消費財 9 6 8 6 7 6 4 4 2 2
素材 13 7 ll 14 10 13 1 4 2 3 3
投資財 17 10 16 12 12 12 2 1 2 2 1 2
建設業 4 4 4 5 3 5 1 3 1 3 3
サービス業 10 9 10 10 9 10 3 2 3 2 1 2
内、商業 9 10 9 12 9 11 3 1 3 2 1 2
交通・通信 10 9 9 12 10 5 4 1 1
信用・保険 33 30 33 23 39 26 5 6 2 3
対企業サービス 14 9 13 13 10 13 4 4 2 2
その他サービス 5 6 5 4 5 4 2 1 1 1
総計 9 7 9 9 8 9 3 2 2 2 1 2
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点では日本の普及のほうが早く、かつ事業所数も多い。管理職層には6割ほどの、非管理職
層を入れても4割ほどの事業所が業績・成果報酬を導入しているからである。ただし、 ドイ
ツで言う業績報酬も日本の場合には成果給に入っているから、 ドイツのこの利潤参加に目標
達成手当や業績査定手当てを入れれば、 ドイツの普及率は日本を超える。ところが業績手当
はどの事業所でも報酬制度として使っているが、 目標達成手当の方はIABもWSIも調べてな
いので、正確な業績・成果給の普及率を独日で比べることはできない。ただ利潤参加が導入
された事業所では、 ドイツでも管理職層だけでなく従業員にも広がっていることは推測でき
る。というのは2001年と2005年に事業所平均で45%から60%の従業員が中規模以上の事業所
で利潤参加しているからである(IAB,ibid,3)。
以上のようなIABの調査結果は、2005年のWSIの従業員委員会、事業所人権委員会へのア
ンケート調査でもほぼ同じような結果となる。利潤参加は、 200人以上の事業所で10%を超
えており、 2000人以上事業所では19.1%になっている。職業上の地位で多いのは、資格所持
の職員層であり、高級技術者などは23.6％が利潤参加している。製品開発に成果給が使われ
ていることを予想させる。産業別では素材産業、投資財産業、信用・保険業で利潤参加率
が18%から28%と高くなっていて、ほぼIAB調査を裏付ける(WSI,ibid.,65f)｡WSI調査では、
参加率の調査ばかりでなく、一回限りの年間特別支給と月収部分への成果手当を具体的事例
に則して言及している。そのなかには労働協約によって、協約上の基本給引き上げを経営改
善後に実施する、あるいは特別に景気がよかった場合に行う一回払い報酬規定やいわゆる開
放条項のケースの紹介がある。しかしこれは新たな報酬|制度設計とはいえない。積極的な事
業所報酬戦略として使われるのは、前号で化学産業の場合に見たような労働協約でlか月分
の特別支給を決め、その分を原資に事業所で例えば80％から125%の範囲で企業成果に連動
させたボーナスを払う、 という取り決めである。個人・グループは成果への貢献度で査定
きれる。査定に面談方式が用いられていることはいうまでもない。化学のケースは95％を原
資に、80から125%、プファルツとザールランドの醸造業は1ヶ月の原資に80から120%の範
囲、ヘッセンの健康飲料水業では100%の原資で、80から120%、ニーダーザクセン、ヘッセ
ン、ラインプファルツ、バーデンーヴュルテンベルクの木材・工芸業では、 57,5％の原資で
37.5から77,5％の範囲で､というように協約規定がある(Ibid.,70ff)｡WSIがあげている協約は、
協約地域が限定されているのが多いものの、 25業種に及ぶ(飲・食品や手工業が多い)。協
約規定に基づくボーナスのほか、利潤と連動した事業所特別ボーナスを追加して払うEON
エネルギー、シェル石油、 ドイツ国鉄、ルフトハンザ、旅行業、民間病院のケースも紹介さ
れている(Ibid.72f)。
ボーナスの形をとった成果報酬に加え、労働協約で個人の所得に利潤との連動部分を付
1
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け加える産業も出てきているとして、 2005年時点での協約規定を紹介している(Ibid.,77ff)。
前号[1]で見たのだが、金属産業では、労働協約によって目標協定や業績査定に企業利益
を査定項目にすることは認められてなかった。ところがWSI調査では、バーデンーヴユルテ
ンベルク協約は財務的ベースの目標設定に販売値ざや分とか共通費を入れて事実上利潤との
連動を認めた、 と見ている])。北ラインーウェストファーレン小売業では、多種類の報酬が
あった場合、月報酬|が協約上の基本給を下回らない、 という取り決めがあり、事実として成
果給を認めている、 とWSIは見ている。銀行業では、協約による年間給与の8%までを、事
業所の業績ないし成果給として、個人またはチームに配分してもよい、 ということになって
いる。このほか、 ドイツテレコムや公務員、旅行社でも給与の一定割合を成果報酬と使える
取り決めがあることがWSIの調査でわかる。ドイツでも管理職ばかりでなく、一般従業員に
も成果給が入っているのである｡ホワイトカラーに関しては電機･機械そして半導体メーカー
ですでに目標管理が展開され、事実上の成果報酬が支給きれていることを、前号[1]の最
後に見ておいた。以下では、 2007年6月の実態調査に基づいて、ドイツのいくつかの事業所
の業績・成果報酬の実際を精粗はあるが紹介しておこう。順序は組合規制がない企業からは
じめ、組合規制が事業所には及ぶことが少ない化学、鉱業、銀行のケース、そして組合規制
が強く残る西ドイツ自動車メーカーに言及することにしたい。
第二章業績・成果報酬制度設計の実態
1． グリーンフィールドの事業所
ライプチッヒで2002年に操業開始した自動車メーカーの独立子会社GmbHのケース：従業
員は3万人の養成証保有応募者から選ばれた400人の労働者とあと600人の職員（うち20人が
管理職員）からなる。人事課長の話では、スポーツビークルを組み立てている工場ではトヨ
タ生産方式を取り入れており、アンドンや無駄排除を励行している、 という。自主的な改善
活動のためにチーム集会が労働時間内で開かれている、 という。モジュール生産が徹底され
l)前号「ドイツの業績・成果給(1]」では、ヘッセンのERA協約を基準にして、ERAによって業績報
酬制度がどう変わったかを見た。個人と上司の目標協定の目標の中に、財務ベースとしてこの販売値
ざや分、共通費が入ってることから、 目標設定には経営全般の指標が可能となっている、 と判断して
おいた。WSIが、バーデンーヴュルテンベルクのERA交渉でこのような事実上企業利益に連動する項目
を認めたのだ、 という認識をしていることは見逃せない。ERA協約締結が1年遅れたヘッセンの協約
規定が目標に同じ財務ベース項目を入れているということは、バーデンーヴュルテンベルクの規定をそ
のまま受け入れたということになる。 ということは協約解釈上は、 ドイツの他の交渉地域でも目標協
定は直接企業利潤でなければ、財務的項目を目標にしてよいと言う取り決めになった、と判断できる。
5
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ているためか、ラインは短く、 タクトは5分とゆっくりだった。
報酬は基本給と目標協定に基づく業績査定ボーナスであり、基本給はIGメタルの支部と
会社協約で決めている。労働者の職務等級は10等級区分で、各等級内に4段階の範囲給が設
定されている。初任の範囲給は6ヶ月の試用期間後に次に移る。あと3つの範囲給が設定さ
れてるから、バーデンーヴュルテンベルクの初任十企業内熟練の2段階協約よりも長い。事
業所内技能アップを評価する仕組みがあると見れる。 IGメタルがかかわるのは基本給だけ
である。業績報酬や査定、 目標協定は従業員委員会との経営協定で取り決めている。ボーナ
スは工職同じく月々支給され、 3ヶ月ごとに清算されている。目標設定は1年に一回上司と
面談の上取り決められている。過去の3カ月ごとの清算データがあるのでそれを参照して面
談の上、次の目標値が模索される。管理職員の場合は、質的な目標も入り、全部で5項目の
目標設定となっている。インタビューに応じた人事課長の場合は、何らかの数値目標、予算
執行、継続訓練の実施、などが目標にきれる、 ということだった。工員と職員はすべての項
目で数値目標値が設定きれていた。測定できるということが、透明性や公平の判断の基準に
なっている、 ということであった。職員の場合は給与の25％までが月々のボーナスとして支
給され、労働者の場合は個人でもチームでも10%までがボーナスとなった。チームは10人ほ
どで組まれており、組立部門には2交替制の6つのチームがあった。チームの場合は目標査
定をチーム代表がやるのでなく、メンバー同士でやっている。マイスターがこの工場にはい
なくて、複数チームをまとめるシェフがチームの目標協定をしている。
’
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第2表ボーナス算定、欠陥品、SOS，生産性のケース
目標協定の項目は､大分類で4項目であり、3ヶ月毎の清算点数（ここでは表示しないが)、
工数と欠陥品数、SOSとなっている。欠陥品の査定では購入部品の品質確保の責任のある品
質管理部が最も重視されている。生産・技術部は組立、生産管理、保全、ロジステイックを
含む。SOSは、清潔、整頓、安全のことであり、それぞれに細かく0から2点までの査定点
’
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台あたり欠陥 SOS 生産性
生産・技術部
24,00％
品質管理部
68,00％
その他
8,00％
全社
100,00%
ボーナス SOS査定点
合計
ボーナス 台あたり時間 ボーナス
0,08400 0,238000,02800 0,35 0,0％ 40 0,0％ ＋4,2％ 0,0％
0,08160 0,23120,02720 0,34 0,3％ 41 0,1% ＋ 4,0％ 0,3％
0,07920 0,22440,02640 0,33 0,6％ 42 0,2％ ＋3,8％ 0,6％
0,06480 0,18360,02160 0,27 2,4％ 48 0,8％ ＋2,4％ 2,4％
0,06240 0,176800,02080 0,26 2,7％ 49 0,9％ ＋ 2,2％ 2,7％
0,06000 0,170000,02000 0,25 3,0％ 50 1,0% ＋2,0％ 3,0％
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を入れる7～8の評価項目が説明されている。この合計点(Max.50)がSOSのボーナス算定
基礎になっている。ボーナスは目標ごとの達成度をたした総％が、基本給に掛け合わされて
算出きれる。個人の成果でなく部門の成果がボーナス算定基準だということがわかる。個人
問格差は、基本給の格差でしか出ない。
職員のボーナス査定は、やはり数値目標の設定と達成度を見て算定される。次表は人事課
職員の給与計算業務のボーナス査定票である。
第3表ある人事課員の4半期ボーナスの査定マトリックス票
基本査定項目には生産部門の目票達成度の評価が入っていて、全社的品質マネージメント
の展開をうかがわせる。のこりは人事上の資料作成期日が数値目標である。職員の場合は
40％が個人の目標協定となっている。オプションとなっている3つ目の査定項目に、2007年
6月15日提出日の修士論文が入っている。このマトリックス票の作成日は6月4日となって
いるから、 目標数値化の試みは徹底されていると見てよいだろう。
もうひとつ、南ドイッレーハウで建築・自動車関連のポリマーとプラスチック成型部品を
製造している事業所のケース：この家族経営の事業所は約3000人の従業員がおり、労働条件
で組合や従業員委員会との取り決めは行ってない。人事課の設計による。人事は能率と独立
を原則にしており、従業員との直接コミュニケーションを促進するようにしている、という。
上司の行動原則があり、上司は部下の手本となり、信頼を築き、部下に対して責任を持ち、
協働を促進することになっている。個人の仕事振り （特にイニシアテイヴ、能率）を評価し、
学習を促進するために、社内アカデミーを設置して援助している。職員層はKlからK5ま
での5等級、管理職層はK6からさらに上に4等級の基本給階梯を持っているが、その階梯
の中に6区分の範囲給が設定されている。管理職の昇給は基本的に経験で決まり、 1年か2
年で高ポジションへ上がる、 というから年功昇給になっているようだ。管理職の昇進は聞け
’
7
目標値 測定値 単位 1.00等級2.00等級3.00等級4.00等級5.00等級ウェイト
??生産目標の達成
未査定リスト
全製造チームの
成果
期日遅延
％
日
10～0
0,00 0,50 1,00 1,50 2,00
60％
5％
???
清算完了後の見
落とし
22日清算完了
人事労務に関す
る修士論文完成
月間見落とし数
期日遅延
期日 遅延
誤数
日
日
1,00
1,00
1,00
2,00
2,00
2,00
3,00
3,00
3,00
4,00
4,00
4,00
5,00
5,00
5,00
15%
15%
5％
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てない。職員の場合は過去の業績査定実績と潜在能力で、直接上司が推薦し、次の上司が決
定するという手続きで昇給が決まっている。上級職員から管理職への昇進は、 目標設定で世
界各地にある支店、工場のベンチマークをとり成果を見たり、継続訓練の刺激を与えたり、
上司機能を引き受けるためのテストをやって決めている。そして等級昇格は等級に適した仕
事をこなすにふさわしい資質(訓練・学習暦など）による。
労働者の場合は、基本給の等級は4段階に分けられており、入職してから2，3年後に文
書と、実務からなるテストlを受けなければならない。会社固有の仕事をする資格がこのテ
ストに合格すると付く。このテストは5年後に繰り返され、不合格者は降格となる。テスト
2は拡張資格、テスト3は専門指導資格となっており、このテスト3に入る労働者は事実上
班長クラスで、作業指導と原価計算、品質検査ができる、 となっていた。その上に行くと、
専門マイスターとなり職員給与になる。基本給に資格手当が付いている。これは、労働者は
基本給の0,5,10,15%､職員は0,10,20,30%の割合で手当が付き、基本給のほうは市場つまり、
バイエルン地方の組合の協約報酬を参照した額になる。資格手当は上司による1年1回の業
績査定で、労働者の場合は3ヶ月ごとに、職員の場合は6ヶ月ごとにチェックして、改定し
ている。査定項目は多く、それぞれ重みが付いていて、5段階評価しているということであっ
たが、査定結果を均すために結局平均化してしまい、職員の場合は30％、労働者は15%に近
いところで手当が決まってしまっている、 ということであった。なお均す理由は、予算制約
が原因ではない、 といっていた。 目標管理制度の導入と、 目標への能力開発の誘導効果、上
司査定に代わる目標査定を通じた手当の支給の良ざはすでに検討されていて、 2008年実施を
目指して最終調整中であった。ただし目標達成手当ての対象は当面職員で、給与の10%をこ
れに当てるという計画だった。労使関係上の規制の少ないこの事例の特徴は、労働者に関し
てはかなり多能な企業内能力促進システムとインセンテイブシステムが連結されていること
である。職員、管理職の昇給が経験年数であることも興味深い。ただ、実施される予定の目
標協定の利点として測定可能な数値目標化があげられていたのは、業績給や業績査定の反省
から避けられない選択になっている、 と思われた2)。
｜
’
I 2）因みに、この会社での人事課インタヴューの引き換えに、会社経営管理者層向けにトヨタのマネージメント
の特徴を講演することになり、同志社大学石田光男氏の調査によりながらトヨタの方針管理の特徴を説明し
た。反応は大きく、エンジニアーや管理職層から多くの質問を受けた。目標管理になりきらないトヨタの方
針管理は、大変な違和感を与えたようである。PDCAのサイクルをまわすときに、全社的な会議と現場検証
が伴う点が理解できなかったようである。もっとも数値目標をなぜ設定しないのかをわかってもらうのは難
しい。 トヨタは海外の部品メーカーにもトヨタ方式を持ち込むのか、 という質問には、生産・経営システム
ともできるだけ持ち込みたいと考えていると思うが、実際にはやむを得ず現地にあわせる(部品調達、混流
生産、報酬制度)だろうと答えておいた。なお講演原稿は少し手直しして、KANSAIUNIVERSITYREVEW
ofECONOAHCSNb.10MarchM8にEmUberbUckvomToyotaManagementのタイトルで載せておいた。
8
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2．組合規制枠のゆるい産業事例
IG鉱業・化学・エネルギーの組合規制は、金属産業に比べればゆるく、事業所レベルに
労働条件決定の多くが移っている。報酬に関する協約は、87年にIGBCEとして、工職統一
の13等級区分された報酬表を作成している。5等級から12等級までは年功昇給する範囲給が
ついたものである（最新協約は後表参照)。業績給や業績手当に関する規制の多くは92年の
基本協約で取り決めているが、すでに前号で言及したように、査定など細部の取り決めは
事業所労使に任せている。化学労組の賃金協約部の責任者G.フェルスターによれば、エネル
ギー産業は会社別協約が多く、化学だけが横断的な全国統一協約を保っているが、これも近
年は維持が困難で、化学の中小企業のために協約水準を下回ることを認める開放条項を適応
している、 という状況である。化学・鉱業・エネルギー産業では90年ころから企業の構造変
化が明らかとなり、グループ労働が導入され、業績向上と参加システムが労使で議論されて
いた、 という。今までのように最低収入を協約で決め、あとは事業所協定で上乗せする、 と
いう考え方が実情に合わなくなった。基本協約で業績給やその他の労働条件の枠は決めるが
詳細は事業所レベルの取り決めにおろしたのは、そのような背景からである。ボーナスもそ
うだ、 という。基本協約で6週間の休暇という枠を作ったのだが、その運用と手当が問題に
なってきた。休暇はとらない人もいるし、利用にはさまざまなケースがあった。化学・鉱業
の使用者団体は年手当を企業成果のインセンテイブとして利用したかった。そこで、化学・
鉱業・エネルギー労組は年間給付として出る分の月例基本給の95％を事業所のボーナス支給
分として使うことに賛成した、 というのである。ボーナス支給の範囲は個人、グループに80
~125%の間で変動させる、という範囲を設定して、具体的には個々の事業所の協定に任せ
たのである。大企業の場合は､かつては労働者だけに労働協約規制のある業績手当が付いて、
これがバイエルなどでは40％に上っていた。REFA方式の査定評価項目が使われていたよう
である。90年頃になって職員との統一が図られ、それとともに新業績報酬|が議論きれるよう
になった。以後、多様な査定項目を点数評価するシステムが使われ、個人やグループの業績
差別化を行うようになっている、 という。さらに化学・鉱業・エネルギー労組では、 2009年
には実施できる新たな労働協約交渉が日程に上っている、 と知らされた。基本給に業績手当
と成果給の2つを上乗せする案が出ており、また基本給も等級区分を6つにし、それぞれの
等級内に10%くらいの格差の付く範囲給を設定するような案が出ている、という。仕事成果
を見るような標準的な査定カタログを労働協約化する予定になっている、という話であった。
金属業のように一定の枠ができることになるのかもしれない。ともあれ、このような労使関
係の業績・成果給の事例をいくつか見ておこう。
9
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北ドイツ銅精錬KK:化学労組に、成果型報酬で典型的な企業を2つ紹介してもらった。
そのひとつでハンブルクに本社があり、従業員は3,200人ほどで、内3分の2は生産労働者
である。従業員参加型経営が追求されており、 2005年4月からの「コンツェルン理念3000」
では、年間目標を超える3400の改善提案が出て、90万ユーロのコスト削減に成功している。
また、 2005年から管理職ばかりか、協約外職員にもストックオプションプランを実施し、将
来計画ではこれを従業員全員に拡張する予定になっている(JahrdesKupfers、2007,89)。
この銅精錬所で、従業員委員会との間に2000年に経営協定が結ばれ、報酬制度の改定と体系
化が実現している。工員、職員、協約外職員と別れていた月報酬、年間報酬が統一されたの
である。かつては労働者と職員は等級別協約基本給を受け取り、労働者はそれに加えて業績
プレミア、個人プレミア、役割手当の3種の業績報酬があり、職員の場合は個人手当が付い
ていた。その他従業員は給与Gehaltが月例給のすべてであった。年間給付が労働者と職員そ
して管理職層に支給されていて、こちらはそれぞれの基本月額報酬に95％をかけた額と配当
の25％が出ていた。このような報酬の仕組みが変わった。月報酬は基本報酬と変動業績報酬
という呼称になった。すべての従業員が固定月額報酬（内容は協約による報酬と給与に分か
れる）に月額報酬の4％の個人・団体それぞれの変動業績手当て分を加えた額を月例給とし
て受け取るようになったのである。労働者だけに固定手当が付いた。他方年給付は基本給の
95％、配当規定に基づく業績上昇分の25％は今までどおりとし、新たに企業成果型の年1回
のボーナスを導入したところが新らしかった。新たに設定された個人業績手当は、 目標管理
に従って企業、部門、課、チームのそれぞれの目標と連動して設定されることになった。面
談方式がとられ、工員・職員の場合は査定項目として労働の質、作業量、経済性、協働/指
導・教育、自律/多能性の5つが選ばれている。これら査定項目をそれぞれの仕事の質に合
わせてウェイト付けした上で上司との面談、上司による観察、上司による指導というコミュ
ニケーションを媒介に、 5段階評価で点数化し、基本給の平均4％の範囲で個人業績報酬|が
算定される。各査定項目には、管理業務を含むか含まないかで異なるウェイトがつけられて
いる。たとえば管理業務の含まれない労働の質は、20点の査定点になっている｡5段階に評
価するので、最低評価点は0から4点の間となる。最高の評価5は17から20点の間の配点で
ある。管理業務を含む場合は配点は15点である。この場合は、最低評価lは0から3点、最
高評価5は13から15点となる。協働/労働者管理は管理業務を含まない場合は20点、含む場
合は30点の配点となっている。こうして各査定項目の5段階評価が点数化きれ､総和きれる。
30点以下は手当が付かないので、総点から30点を引いた点数が、清算対象である。総点が68
点だと30点をひいた38点を70で割り、基本給平均手当4％分を出す。この例では2,17%が手
当となる。団体業績手当は、生産性、品質、効率の評価項目に数多くの数値目標が設定され、
’
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その達成度に応じて基本給の4％までの団体業績給が算定される。時間当たり生産性、時間
当たり装填量、従業員あたり生産量が、生産性の目標数値となる。効率の数値目標は、資材
の基準消費量と実際の比較､総コストに比べたチームコスト､時間の効率利用､材料の使用度、
装置利用度、投入/産出比などがあがっている。それぞれ基準目標数値を超えた分が合計さ
れ、基本給の手当として計算される。月々の各業績データがチームメンバーに周知されてい
る。この場合配分は平等である。他方、協約外職員は業績/目標マーケット、組織目標/指導
目標、 自己啓発目標の3項目以内で上司と目標協定が行われ、 3段階評価で基本給4％の範
囲で業績報酬が算定される。目標面談が改善の指針になっていることはいうまでもない。ま
た目標設定は従業員レベルでも数値目標にしている。やはりできるだけ測定可能なような目
標が選ばれている。
第4表生産部のエンジニアーの目標協定と手当の計算法
第4表のエンジニアのケースでは、達成度の総合は68,6％で、これに4％をかけて、2,74％
がこのエンジニアーの業績手当の算定率になる。以上のように､目標面接による査定制度が、
全従業員に適応きれ、基本給上乗せ分はほぼ変動給化して、結果、業績向上のインセンテイ
ブは高まった、 というわけである。そしてこれにボーナスが加わった。
旧来の年給付に加えられた新たな成果型ボーナスは、次のように計算され支給された。税
引き前利益が51.1から66.5百億ユーロだったら、約256ユーロが、66.5百億以上なら、上がっ
た分の15%が従業員全員に配分されるというものである。上限はない。ボーナス分は、70%
が一律に、 30％は、個々人の貢献に応じて配分するとなっているが、貢献度をどう測ってる
かは聞けなかった。会社資料によれば、この制度導入後の企業成果は、2002/03年度だけが
総額256ユーロボーナス支給だけで、あとは2004/05年度まで毎年利益の15%分のボーナス支
給となった。特に2004/05年度は税引き後利益が100百億ユーロ近くに上り、ボーナス支給は
11
???????????
目標定義 測定基準と査定基準 ウェイト 達成度
①型電線品の納品の最適化 日々の納品；完壁で90％以上の検証度
型電線品の在庫がいつもある。
40 75
②圧延機のガイド位置が作られて、
使えている
個々のプロジェクトを切り離す。2004
年11月のガイド位置の引渡し。
40 70
③ジヨブローテーションの実施 第2生産部の課業の周知 20 100
目標達成度
(達成度％ -30％）／70
目標達成数 ウェイト 達成％
第一目標 75 64,3 40％● 25,7％
第二目標 70 57,1 40％ 22,9％
第三目標 100 100 20％ 20,0％
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過去最大になっている。銅製品市場の活況もあるだろうが、 この制度が相当な効果を出した
ことが伺える（以上は人事部長の説明と、説明資料による)。なお、説明途中で個人的な査
定をするときとか数値目標を設定する際にはトラブルはないのか、 と聞いたら上司との面談
で十分な話し合いができていてあまり問題はないというのが人事部長の答えだった。同席の
従業員委員会議長はトラブルはある、 との返事で立場の違いが明確だった。
バイエル・コンツェルンのケース：イッツェホーエのバイエルマテリアルサイエンスKK
の工場でHJ.メラー従業員委員会長に成果給の導入について伺った。バイエルの報酬制度史
では、企業内労使の間でかなり以前から独自の改革をやってきていることがわかる。82年に
はグループアコードを廃止している。85年にはバイエル独自の基準基本給を定め、月例賃金
と業績給を廃止している。それゆえ、工職の統一報酬テーブル(75年にl～8等級の報酬表
ができている）がこの時点でできている。ざらに87年から88年にかけては、コンツェルンと
の間で報酬|に関する経営協定を結び、 IGBCEの報酬協約を導入したと見れる13等級からな
る基本報酬表を作っている。バイエルの基本給は労働組合との協約基本給を上回っており、
85年にすでに実行された協約報酬積上げ分をバイエル基準報酬|額として95年に再度経営協定
している。そして1999年になって今までの報酬制度が全面的に見直され、管理職以外の指導
的職員を含む職員に新たな協約外変動報酬制度が導入され、 2000年から一般従業員に適応さ
れたのである。バイエルに関してはこの新協約外変動報酬|制度の説明に焦点を当てる。
バイエル社としての基準報酬(Firmeneckwert)があることはすでに述べた。この協約報
酬|の上乗せ分は報酎ﾄ|保障として追加されていたのであるが、99年までは業績手当の算定基
準に入っていた。つまり個人業績査定に基づく手当の算定基本給にはいっていたのである。
2000年の改革で、この基準報酬|は会社基礎支給分Firmensockelと名称を変え協約報酬との
差額分として新たにシステム化された変動報酬とは別途支給されることになった。ただし、
E5からE8の等級に関しては、基準報酬約19%を99年12月時点で報酬保障額16%と協約外会
社基礎分Fiemensockel3%に分け、あとの協約外会社基礎支給分のみが、月例固定支給さ
れることになった。E5からE8等級に属する従業員は、変動報酬算定基礎となる基本給部
分に協約報酎ﾄ|の16％ほどの報酬保障分を残したのである。会社資料によって実例を挙げてお
くと、99年12月時点でE6の協約報酬は月で3,738マルク、それに710マルクの報酬保障十アル
ファがついており、このアルファ分を協約外会社基礎分Firmensockelll2マルクとして切り
離し、残りの報酬保障分598マルクは基本給に組み込んだのである。続いてみるように、バ
イエルの変動報酬は、企業成果と連動した成果給なのだが、 この成果給は基本給を基準に算
定されるのでE5からE8の等級部分に入る従業員にとっては企業成果へのインセンテイブ
’
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はより強<出るように設計されたのである。なお、IGBCEの報酬テーブルでは、E5等級
からEl2等級までは年功昇給する範囲給が設定されていたが、バイエルの新制度では昇給昇
格で150マルク以上の給与引き上げになった場合は、この分は協約外基礎分に入れられ、変
動報酬算定基礎から外されることになった。昇給分150マルクまでが算定基礎に入ったので
ある。ざらなる変更は業績手当に関して行われた。99年までは、業績報酬|は、年間で支給き
れる協約プレミアと会社幹部の判断で不定期に支給される会社プレミアがあり、この年間支
給の業績報酬のうち協約プレミアは協約業績支給と名前を変えて変動報酬の算定基礎に入っ
た。会社プレミアは引き続き変動報酬分とは別途支給されるというのが変更であった。他方
バイエルには別途、月例で支給される業績手当があった。この業績査定がどうだったかは資
料がないので省くが、 IGBCEの組合規制は査定規制を事業所における協議・決定事項にし
ていたから、これも続いてみる変動報酬|の成果査定とあまり変わらないと思われる。この査
定に基づく業績手当のうち、基本給(E5～E8保障分込み)5%以内の手当は2000年度から
変動報酬の月額支給分の算定に加えられることになったのである。したがって、 5％以上の
個人業績手当を達成した場合、 5％を上回る分が個人業績手当として別途月例で支給される
ことになった。新変動報酬に入らないものとしては、そのほか、年1回の個人ボーナス支給
があるがこれに関しては変動報酬のあとで言及する。また他に長勤続者、パート高齢者や、
長期療養者に支給され、今回清算された特別手当があるが、詳細は省く。
こうして、変動報酬の算定基礎が出来上がった。協約報酬I(E5～E8は会社保障分込）×
12プラス年間協約プレミア（名称は協約業績支給分）が年間の変動報酬の算定基礎であり、
算定された年変動報酬の半分は月例支給分として算定月（4月）の翌月から1年間支給され、
その際5％の業績手当が月々加えられる、 というのが新報酬設計の概要である。この制度の
適応対象者は､労働協約上の規制を受ける従業員のすべてである。ただし､職業訓練生やパー
ト従業員などは除く、 とされている。バイエルの成果給である、変動報酬は以下のように構
成されている。まず、原資はバイエルコンツェルンの粗キャッシュフローに連動させて算出
きれる。バイエル全体の利益を反映させるというのが狙いである。下の表5を見ると45,000
万ユーロ以上のキャッシュフローから変動報酬が出ることになっている。人事課と従業員委
員会の説明のために使われているのは、 95年時点のキャッシュフローで、換算率は8％であ
る。この率がコンツェルン傘下の各会社の同一等級に属する従業員数にかけ合わせられる。
たとえば、事業所XY部はE6等級に100人いるとすると、800%とされる。これをE6等級に
属する各個人査定点の総和で割ってベース価値を出し、ざらに個人査定点をそのベース価値
にかけると、個人の変動報酬|比率が出てくる、 というのが変動報酬算定の手続きである。
13
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新報酬制度の構成 第5表バイエルキヤッシュフロー換算表第1図
＜崖
個人の業績査定は、人事課指導職員が行うことに
なっているが、シフト管理者、専門部署の上司、マイ
スター、グループリーダーなどを査定者に入れてもよ
いとなっている。査定項目は労働量、労働の質、 自立
性、柔軟性、意欲、コスト意識、協働性、指導的行動
の8つで、実行面ばかりでなく、意欲や創造力、経済’意欲や創造力、経済性やチームカ、指導力など幅広く査定
基準を持っている。各職場の上司はこれら8つの査定項目中5つを職場の性質に合わせて選
び、またウェイト付けした点数の配分も設定して、年初に査定を行うことになっている。そ
して査定点数が総合され、総合点は中間点を入れた5段階評価に落とし込まれるのである。
結果は翌年3月31日までに本人に知らされ、面談を通して業績の良し悪しのやり取りが行わ
れる。その際に翌年度の評価項目,ウェイト付けも検討されることになっている。結果につ
いての苦情は4週間以内に人事課に申し出れば、事業所内同権委員会の検討に付される、 と
いう手続きである。したがってバイエルの場合は、面談はあるが、数値目標協定にはなっ
てないようである。人事課説明書によれば、XY部のE6等級に入る従業員の5段階評価に
落とした査定結果は、 320でこれで先の800を割ると、2,50のベース価値が出る。個人の変動
報酬(VEKT)の計算は、ベース価値に個人の査定結果を掛けて行われる。たとえば、XY部
E6等級のAさんは、査定結果が5段階中の3で7,5%の変動報酬となる｡Aさんの報酬保障
分を入れた協約報酬が4,336マルクとすると、それに12を掛けて52,032マルク、さらに協約上
の年業績支給分の4,119マルクを加えると変動報酬の算定基礎額は56,151マルクとなる。これ
に7,5％を掛けたのが変動報酬(4,211マルク)である。事業所ごとに査定結果の総点が異なり、
したがってベース価値が異なるから、事業所レベルの業績評価が高いほうが結果として個人
の変動報酬を大きくする。それゆえ、この報酬制度設計は、各事業所間で査定が標準化され
ていれば事業所間の業績評価をめぐる競争が行われるインセンテイブを含んでいる。
’
14
L
取締役会決定年プレミア
協約外会社基礎分Firmensockel
業績手当残余分（5％超分）
変動報酬:VEKT
①月例給付加分として50％
②年一回支給分として50％
CF(百万ユーロ） CFの％換算
＜450 なし
450～498 2,0％
500～549 3,0％
550～599 4,0％
600～659 5,0％
660～719 6,0％
720～789 ％
790～889 8,0％
890～989 9,0％
990～1089 10,0％
1090～118911,0%
1190～128912,0％
1290～138913,0%
1390～148914,0%
協約報酬額の8％
(98年キャッシュ
フローベース）
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すでに述べたように、また図一からわかるように、変動報酬は半分づつ2つに分解される。
1つは4月から月々支給される分と、3月末の段階で1回限り支給される分である。変動報
酬が4,200マルクなら、2100マルクが3月末に支給され、4月から翌年3月まで175マルクが
月例基本給に積上げられる、 というわけである。月例給十月変動報酬はこの例では、 4,511V
ルクとなる。各従業員の月収はこの変動報酬積上げ分にさらに協約外会社基礎分と5％以上
の業績手当残余額がつく。かなり複雑だが、以上がバイエルの新報酬制度の概要である。資
料では、兵役を終えた人や長期療養を終えた人の変動報酬などの計算法が示きれているが、
ここでは省くことにする。制度設計の意図や仕組みがわかればよいからである。
ところで、このシステマテイックな新報酬制度にかんする99年12月の労使協定は、04年12
月の有効期限が来るとあっさりと解約されている。05年10月の従業員委員会メンバーあての
説明資料では、VEKTの報酬形態は企業成果を反映する変動報酬分と非変動報酬分に分けら
れていたが、企業成果を反映しない分は改めて従業員協定で規制し、変動報酬分を05年9月
の1回限りの変動報酬とする、 というものである。つまり、変動報酬を2つに割り、半分を
月例給に上乗せすることはやめる、 というわけである。旧変動報酬システムを変更する理由
は、 4つ挙げられている。まず第一は、VEKTの場合企業成果の算定基礎は数年にわたり固
定されたテーブル(粗キャッシュフロー）に基づいており、投資のポートフォリオの変更と
は切り離きれていた。個々の事業部の投資成果が反映されてないと見たわけである。第二に、
毎年の専門部署と上司の査定の遂行にかなりの管理費用を必要としたことである。第三に、
上司による査定結果が甘くなってきている(Rechtsverschiebung右側にシフト）ことである。
目標協定はまだ導入してないので、面談で査定結果を説明するシステムが実務上は思ったほ
ど効果を発揮していなかった、 ということである。総査定点数の平均は5段階評価に落とし
た数値で、2000年の3,24から2004年の3,51へと上がってしまっていた。第四に、多くの事業
活動単位で査定結果に開きが少なくなってきていた。つまり個々の企業活動の成果が十分反
映されず、また上司査定にまつわる欠陥が露呈していたのである。その結果バイエルでは変
動報酬に査定制度を利用することをやめ、 しかも事実上の成果ボーナス制度に統一したので
ある。
年一回限りの報酬(VEZ:VariableEinmalzahlung)の予算算定基礎は、バイエルコンツェ
ルンと傘下各企業の目標達成度を基礎として、コンツェルン40％、各企業60％の割合でウェ
イト付けされて計算きれる。それに個人の年間協約基本給(協約月例給×12+昇格手当十協
約年報酬額）を掛け、 2005年度はコンツェルンと各企業の目標が100%達成されたとしてそ
のVEZ係数6%を掛け、ざらに2003年に結ばれた雇用保障協定の引き換えに行われること
になっていたボーナス報酬引き下げ分（コンツェルン経営陣の決定による、従業員の全員の
15
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変動報酬総額の最大10%までの額）を控除したものの総和が、VEZ協約に基づく2005年9月
のボーナス原資である。したがって算定式は、 Z個人年協約報酎｜|*VEZ係数*(企業目標達
成＊60％＋コンツェルン目標達成*40%)-ボーナス引き下げ分、である。コンツェルン本
社関連部門は目標達成としてコンツェルン達成度のみを掛ける。また、バイエルインダス
トリーサービス(BIS)事業部は、個人年協約報酬総額*VEZ係数BIS-ボーナス引き下げ分、
となっている。VEZ係数は、コンツェルンと各参加企業の営業利益の目標達成度をVEZ予
算に反映させるために算出されるのだが目標値の50％達成は3％、100%は6%、150%は
9％、200％は12%と換算されている。要するにボーナスの形で目標管理制度と報酬制度の
連結が行われたのである。コンツェルン企業の目標設定と目標達成度、 さらには個人の目標
協定と成果判別の方法は、経営協定では2003年から実施されている管理職以外の指導的従業
員に対する目標協定の方法に対応させる、 となっている。それゆえ、 2003年の経営協定に基
づく指導的従業員に関する変動報酬の仕組みを見ることにしよう。指導的従業員の変動報酬
で協約従業員との違いがあるのは、企業成果とコンツェルン成果の比率が、60対40ではな
く、80対20と各企業の目標達成度が重視されていることと、次に見るVEK係数がより大き
く12%に設定されていることである。指導層の報酬に関してはそれだけ企業成果へのインセ
ンテイブが高く影響するように設計されている。
目標設定とその達成度によって成果を図る目標管理制度は、2003年から2005年にかけてバ
イエルコンツェルン全体に導入された。その証拠が、まず2003年5月のコンツェルンの自主
的な金銭支給(変動収入分VariableEinkommenskomponentVEK)を通して指導的従業員を
コンツェルンと企業活動成果に参加させる、経営協定である｡VEKの原資は2003年度は粗
キャッシュフローでもとめるが、 2004年からは、営業利益を用いるとしている。コンツェル
ン本社、産業サービス部門はコンツェルン目標達成度の100%、そのほかの企業はコンツェ
ルン20％、企業80％のウェイトで目標達成度を計算する。その目標達成度に指導的従業員全
員の役割給(Funktionseinkommen)の総額をかけ、VEK係数(協定では12%)をかけたのが
企業のVEK予算となる。
第六表はバイエルポリマー社のVEK予算の計算例である。指導的職員の役割給総額に
12%のVEK係数をかけ､コンツェルン目標､会社目標それぞれの達成度(2003年度は粗キヤツ
シュフロー額、2004年度からは営業利益の目標値と達成値に基づく）が出され、事業部ごと
に計算されている。バイエルポリマー社としては600万ユーロの予算目標で、想定目標達
成の予算額336万ユーロを実績では41万5千ユーロ超えて432万ユーロのVEK原資を手に入
れた､ということになる。④⑤事業部の達成度は想定よりかなり高い成果を出したのに対し、
⑥事業部は比較的低い想定にしてはがんばったが、他事業部の成果ほどではない。コンツェ
I
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第6表バイエルポリマー社(BPO)のVEK予算=4,320(千）ユーロ
(1,000EUR)
＊標準化係数；3,660/3,775＝0,89事業部；ビジネスユニット、機能分野、地方支店等
ルンの達成度が30％以下の達成度にはコンツェルンのVEK予算は出ない。また企業の場合
の最低達成度は50％である。他方、コンツェルンの場合も企業の場合も目標達成度の上限は
200％である。そして上のような事業部ごとのVEK原資を超えないように、個人の業績貢献
を反映した成果ボーナスが各事業部内で支給される。原資は事業部の営業成績を大きく反映
しているから、変動報酬を良くするためには、 まず事業部の成果をあげなければならない。
個人のボーナスは、その上で目標協定による業績貢献度に基づいて支給される。指導的従業
員の場合、 目標は個人とチームという2つのレベルで設定される場合と重要課題充足もしく
は重要課題遂行態度(指導、協働、創造性、知識移転、参画等）保持で設定される場合、あ
るいはそれらの混合で設定される場合いがある。各指導的従業員は個人目標あるいはチーム
目標の達成の程度を事前に知らせ、評価に際し参照されるようにその記録がとられる。評価
項目は労働結果、品質、品質保証さらに、重要課題遂行態度の評価が入る。上司は相対評価
で業績評価を行い、 5段階評価に落とす。そしてこの5段階評価と個人の役割給を基礎にし
て、上司がVEK予算と5段階評価に与えられた範囲比率を超えないように個人のボーナス
額を決めるのである。経営協定上の5段階評価の範囲比率は､期待に満たない評点5は0％、
十分な期待にこたえてない評点4は30～80％、期待に十分こたえた評点3は80～110%、期
待以上の評点2は110～140%、顕著に期待以上の評点1は140～160%の割合で換算されてい
る。態度評価などは数値化されにくく評価に主観が入りやすいことは明らかであるが、上司
のボーナスの決定に不服な場合は、次の上司の参加の下で明快な説明を求めることが可能に
なっており、 またそれで解決しなければ、 4週間の例外期間のうちに人事課に知らせ、同権
委員会による再審査を求めることができる。ただ、この苦情処理規定は昇進過程にある指導
的従業員を対象にしたものであるから、実際に十分機能するとは考えにくい。ともあれ、以
17
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①事業部 ②事業部 ③事業部 ④事業部 ⑤事業部 ⑥事業部 総額 BPO
VEK予算目標額2,280 1,140 780 900 600 300 00 6000
コンツェルン達成度
ウ ェ イ ト
コンツェルン予算
80％
20％
365
80％
20％
182
80％
20％
125
80％
20％
144
80％
20％
96
80％
20％
48 960
80％
20％
960
事業部達成度
ウ ェ イ ト
事業部予算実績
80％
80％
1,459
85％
80％
775
70％
80％
437
90％
80％
648
85％
80％
312
60％
80％
144 3,775
70％
80％
3360
事業部想定達成度
事業部標準予算
71%
1,299
76％
690
62％
389
80％
577
58％
278
53％
128 60
＊（0,89）
VEK予算総額1,664 872 514 721 374 176 4,320
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上のように2003年にバイエルでは目標管理と連結した成果型ボーナス制度の設計がなきれ
た。そしてこのような成果ボーナス制度が、2005年に協約従業員すべてに拡張されたのであ
る。協約従業員に関してはすでに述べたように査定は廃止きれ、コンツェルンと企業の目標
達成度のみを反映させ、年間協約報酬を基礎にしたボーナス制度になったのである。残念な
がら、同時に改定きれた成果に関連しない報酬分の内容は手元資料には載ってないし、また
聞き取りもできなかった。ただ、バイエルでは、2005年を境に目標管理制度と報酬制度の結
びつきがボーナスの形をとって体系化された、 ということは明確であり、また旧来の業績査
定に基づく報酬制度は概ね姿を消し、指導層の場合は目標協定で代用されるようになった、
と言うことはできるであろう。バイエルには、 もうひとつ報酬総額1%の予算で運用する、
発明と改善活動を促進するために、不定期の上司の評価に基づいて経営陣が決定するボーナ
スがあるが、この詳細は省く。
次は就労者のほとんどが職員層からなる銀行業のケースである。 ドイツ労働総同盟の経済
社会研究所の協約ハンドブック2007によれば、銀行労組は、9等級グループからなる横断的
な給与テーブルを協約している｡この報酬テーブルでは最低等級グループは､1826～2154ユー
ロ、中間等級グループは2071～2590ユーロ、最高等級グループは3583から4032ユーロ(2006
年12)の範囲給となっている。なお、この協約レートの8%まで下回れる開放条項を銀行業
では労使協約しており、経営状態が悪い企業には労務費の引き下げを可能にしている。そし
て化学・鉱業・エネルギー産業と同じく年間特別支給（月例基本給の100%)の分を原資に企
業成果に90％～120％の範囲で依存させて成果配分することを認めている。どうやら業績・
成果報酬に関しては経営レベルの労使関係の比重は高そうである。そこでコメルツバンク
のデュッセルドルフ支店で連合サービス労組から紹介してもらったM.プレイヤルデンホー
ファ従業員委員会議長から成果給導入状況を聞いた。彼の説明では、コメルツバンクには現
在26,000人の従業員がいる。そのうち30～35%はいわゆる指導的職員層からなる。協約対象
ではない管理職層以外の指導的職員は、経営協定対象の職員層である。デュッセルドルフ地
方本店には100人の管理職以外に10～12の支店長（シェッフ）がおり、3階層に階層区分され
ている。さらに6から8人のグループを率いるグループリーダー､チームリーダー､支店リー
ダーなどがいる。だから、ここでは、この層の報酬制度設計に焦点を合わせたい。彼らは協
約外職員だが、労働組織法上労働条件で従業員委員会の規制対象なのである。つまり、協約
対象職員より上回る労働条件の幅を経営協定している。2001年から、コメルツバンクでは経
営協定で業績査定と、 目標協定制度を取り決めている。協約外職員には業績査定はなく、 目
標協定だけである。業績査定の目的は、昇進昇格や配置転換のためかあるいは職業訓練や試
’
’
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用期間終了時点で職級確定をするためである。職務要件や別途準備きれた職務記述に基づい
て一定期間の業績が上司によって査定される。対象者には査定開始に際して面談が行われ、
上司から自分の出した職務記述に対応する職務要件が伝えられることで始まる｡査定項目は、
労働の質、労働の量、成果貢献の度合い、他の従業員の指導であり、各項目についてのより
詳細な査定事項(労働の質では、苦情処理で顧客満足を得られたか、責任範囲で仕事の質の
向上にクリエイテイブであったかなど）に基づいて、上司によって直接5段階評価されてい
る。査定結果が昇給昇格の目安となり、更にハイパフォーマーにはボーナス点に加算きれる
点数がつく。協定には当然のことながら、査定が明らかに誤っていると思われれば、査定面
談後14日内であれば、査定者の上司を交えた終結面談を開けること、この面談では問題点が
明らかにされ、十分説明されることが協定されている。
コメルツバンクの基本給を超える報酬は目標協定に基づくボーナスで支給きれる。一般従
業員は13か月分の給与を100%成果ボーナスとして支給され、協約外職員も基本給の上乗せ
分はボーナスで支給きれる。ボーナス支給の基準は協約内と協約外で多少の相違がある。協
約従業員の場合は、上司との間で結ばれている目標協定が個人目標とチーム目標の2つの目
標からなり、チーム目標の達成度合いは、 メンバー問では同等とされている。したがって、
個人ごとの差異は、個人目標協定の達成度評価で変わってくる。目標の実施計画日程は会社
側が作り、 目標協定で折り合うよう取り計らっている。 目標は最低3～最高5項目、それぞ
れのウェイトは10～50％の問に来るよう設定することになっている（そのように設定しない
と人事課が介入)。達成度合いは％で表し、105％以上は4点、95～105％は3点、85～95％
は2点． ． 、 1点と点数化している。その点数に目標ごとのウェイトをかけて、達成度の総
点を出している。したがって達成度100%なら、目標協定3つの場合ともウェイトが30%な
ら、 0,9＊3で総点は2,7点となる。協約外職員の目標協定で異なるのは、この達成度合いの
点数化である。協約外職員の場合は、 目標協定の種類が2つあることや目標項目数の限定、
ウェイトの制限などは同じだが、個人目標の達成度の点数化が違う。この場合は達成度(例
105％）に直接ウェイトをかけている（例105*30/100=31.5)。したがって、協約外職員のほ
うがインセンテイブが強く出るようになっている。苦情処理に関する協定は、業績査定のと
きとほとんど同じで、 14日内に申し出て二人の上司の下で達成度評価の釈明を聞くことがで
きる。プレイヤルデンホーファ氏の話では、以上のようなコメルツバンクの目標管理に基づ
く目標協定は1999年に会社側から提案きれ、当初の目標項目は20もあった、という。これを
2年がかりでパイロット実験して改善し、 3～5の目標に制限させ、いわゆるヘイシステム
の導入で目標達成度の主観的評価に公正さをつけることで実施を可能にした、 ということで
あった。数値目標は立てないで、質的な目標の達成度を見るということであったが、面談時
’
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の達成度評価では絶えず問題を抱えているのも事実だ、 ということであった。それゆえ、昨
年度2006年からは、以下に見るように強いインセンテイブが働いている協約外職員に関し
ては、成果がなくてもボーナスが出るように協定を変更している。なお、成果ボーナスの導
入で協約外職員の場合は、収入格差は最大で2か月分開くことになった、 という。このこと
も2006年10月の新経営協定で見れる。まず、2006年2月の協約職員を主たる対象にした協定
を見よう。指導的職員はこの協定からは除外きれている。したがって成果ボーナスは、指導
的職員以外のケースで次のような算定方法で支給された。ボーナスの原資は、コメルツバ
ンクのROE(自己資本利益率）を基準に原資を出し、配分するということになっていた。年
4回の決算によって明らかになる平均自己資本額で年利潤を除したものをROEとしている。
ROEの限界増加価値が8.25%なら、総月給額の25%、10.65%なら50%、13.10%なら75%、
15.75%なら100%が原資となるときれている。成果配分は、個人の業績とは別個に一律配分
としてROEの限界増加価値が8.25%のときは500ユーロ、10.65%のときは550ユーロ、…の額
がボーナス支給され、その後上司の判断で、査定と目標協定の達成結果を勘案して（目標達
成度のほうが優先）ベースボーナス分を上回る個人成果ボーナス分が支給されることになっ
ていた。つまり、 この規定ではボーナス支給はコメルツバンク従業員に一律に行われてお
り、各事業単位間の業績の相違や、その相違をもたらす環境条件などの細かな規定はまだそ
ろってはいない。またプレイヤルデンホーファがいったように、 このあとの目標達成度の評
価と業績査定に関してフリクションが起こっていた、 というのであれば、ボーナスの個人割
り当て分の配分はうまく機能しなかった、 ということになる。ベースボーナスの残りの配分
額で、上司の権限で目標協定に基づいたボーナス額をはじき出す手続きが問題だったように
思われる。残念ながら、個人目標協定に用いられた目標項目やそのウェイト付けに関する資
料はもらえず、運用の詳細に関しては聞けなかった。結果的に10月になって、2007年度から
の適応となる協約外職員対象のVARIOボーナスシステムが協定されているので､これによっ
てROE基準の成果配分、成果達成評価法などが見直された、と憶測することはできる。協
約の対象が、協約外職員のボーナスシステムであることから、 2月協定に基づくボーナス支
給をめく”るフリクションの多くがこの層で生じていたことも想定できる。
10月に以上のようなボーナス制度に関する経営協定は一部改正ざれ協約外職員のVARIO
ボーナスシステムというより企業意識を強化するためのものになった。協約外職員のボーナ
ス支給は、コンツェルン、地方本部、各業務単位の成果と個人の貢献度を見て決められるよ
うになった。原資の設定と配分も目標管理にしたがって、系統的になった。年度始めにコメ
ルツバンクによって、各地方ごとにいくつかの目標項目で数値目標がたてられ、その成果期
待とマーケットを配盧して目標ボーナスの範囲（上下限）が設定される。この地方本部から
’
’
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各業務単位に下ろされた目標（ボーナス）の60％は上司によってそこで就労している協約外
職員にブレークダウンされ個人目標（ボーナス）となる。残りの目標値40％は年度始めには
個人には下ろされないことになっている。 目標値が下りるのは業務組織の末端までである。
そして年度末、支給が決まる。経営トップはコンツェルン本部、各地方本部の目標達成度を
評価し、達成度をベースに各地方のボーナス原資を決めるのである。同じように、各地方本
部は領域支店や地域支店、専門部署、本部内グループごとに割り当てられたボーナス原資を
業務単位の成果に質的な要因を加味して配分する。そしてその上で、個人の貢献度に応じた
ボーナス支給額が決められる。協約外職員の場合は、個人の目標達成度に応じて0～200％
の範囲で格差のついた貢献度ボーナスの算定が行われる。このように目標協定に基づく貢献
度評価は大きく差異をもたらすようにインセンテイブを高めてあるが、同時に、経営協定の
7条では、成果参加のない場合の基礎ボーナスの規定をつけている。基礎ボーナス額はおよ
そlか月分の報酬|額に近い。機能給といわれる協約外職員報酬の6等級では、入職月収であ
る4,250ユーロ、機能給5等級は5,000ユーロ、4等級は7,500ユーロとなっている。プレイヤ
ルデンホーファのインタビューにあったように、成果が出ない協約外職員の収入保証(労働
協約では13か月分の月例給分）を従業員委員会が求めた結果だと見てよいだろう。2006年10
月の経営協定によれば、協約外職員の成果ボーナスにはさらに2月協定でコメルツバンクが
支給したボーナスとの差を埋めるために、各地方共通で成果ボーナス額に係数がかけられて
いる。その上、業務単位のボーナス原資と、実際の成果ボーナスの差額を基にして成果手当
が支給されることになった。これは、貢献度の大きな人のボーナス取得額を差額原資分の配
分で増加させるためである。2007年度からの成果ボーナスの計算例は次のようになる。
機能給5等級の協約外職員が3人いる業務単位で、年初の60%協定の目標ボーナスはそれ
ぞれ5,000ユーロとする。年度末の成果で、当該業務単位は28,000ユーロの原資を配分されて
いる。
第7表成果ボーナス支給例
＃差額原資の成果手当としての支給基礎額は1,500ユーロ
この28,000ユーロが達成ボーナスと､成果手当の原資である。成果手当の支給基礎額は1,500
ユーロと決まっているので、残余原資10,500ユーロが②，③に貢献度に応じて上司によって
21
目標成果ボーナス 達成度 達成ボーナス 調整係数 成果手当＃ 支給ボーナス
① 5,000ユーロ× 70％ ＝ 3,500ユーロ× 1,4 + 1,500ユーロ= 6,400ユーロ
② 5,000ユーロ× 100％ ＝ 4,000ユーロ× 1，4 ＋ 4,000ユーロ= 11,000ユーロ
③ 5,000ユーロ× 150％ ＝ 6,500ユーロ× 1，4 ＋ 6,500ユーロ= 17,000ユーロ
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配分される、 というわけである。成果ボーナスは、協約外職員において企業成果との連結ば
かりでなく、インセンテイブとしてもかなり強い効果を持つようになっている、 と見てよい
だろう。これにちなんで追加しておけば、経営協定は結ばれてないようだが、手に入った資
料によれば2007年からのVARIOシステムの協約外職員は月例給の増加分の半分を上司の業
績査定に基づく報酬として受け取ることになっていて、ボーナスばかりか月例給分でも業績
刺激効果が出るようになっている。協約職員以外の給与引き上げは、すべて経営陣が決めて
いるのだが、機能給1～4等級までの管理職層の場合とは異なり、5， 6等給の協約外職員
の場合は、引き上げ分の半分は一律に支給されることになった。そして残りの半分が地方本
部の1～4等級が受け取る貢献度に応じた業績給の予算に加えられ、管理職を含む協約外職
員全員の貢献度に応じた業績給として使われることになったのである。銀行業務における、
予備管理職層の重要性を反映した報酬制度が導入された、 と見てよいのだろうか。
3．組合規制下の事例；自動車産業
オペル：オペル・リュッセルスハイム本社工場は2001年に新工場を作っており、その際に
従業員委員会と、自律性の高いグループ労働（6－8人）を1分タクトで行うこと、また標
準時間（回復時間1.8％，付随作業時間5％；各シフトあたりを含む）以上の生産性を出せば
プレミアムがつくという経営協定を結んでいる（大塚忠､2002,13)。経営協定では､グルー
プ労働の全面導入とともに、多能化、無欠陥品、保守作業、標準作業の設計、工程最適化な
ども作業員に求められているから、新工場立ち上げに伴い、報酬制度設計も改めて検討され
た、 と見てよいだろう。2007年の6月のJ.シャフナー従業員委員会報酬担当委員との会談で
は、この点の確認を行った。ヨーロッパGMの子会社であるオペルには、15,000人の従業員
が働いており、内経営トップは7人、課長(Abteilungsleiter)は200人、中間管理職は約500
人、協約外職員は2,000人、協約職員は4,100人、そして生産労働者が4,000人、その他作業従
事者4,000人という構成になっていた。ヘッセンのERAに対応したオペルの報酬テーブルは、
1日賃金・俸給テーブルからの移行による新たな措置はなるべく避けるということで職務分析
を行わず、実際の職務比較を基に総合評価する方法で割合スムースにランク付けの協定(Z
ランク付加）に至っている。等級数はヘッセンの協約11等級より多く、19等級区分となって
いる。E4，Z4からEll、Z1lまではEZとも2つの等級があるからである。つまり中間
等級を作っている｡等級区分の目安は職務内容の難易度と受けた訓練の難易度によっている。
職業訓練で言えば、Elは4週間ほどの習熟と習練、E2は6ヶ月ほどの、E3は6ヶ月以
上の体系的な速成訓練､E4は2年ほどの専門訓練､E5からE8は最低3年の養成訓練終了、
E9からEllは4年の専門職大学訓練終了というような目安である。
’
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ユーロ
表中の報酬額は小数点以下四捨五入
第八表が訪問時で最新の報酬表である。経営協定によれば、旧来の賃金テーブルが業績報
酬表に、俸給表が時間給報酬表になっている。協約基本給が協約プレミア設定の出発点であ
る。経営協定では労働協約上のプレミアムは、業績水準ないし協約係数が含まれた超過収
入分、 と規定されていて、 したがってヘッセン労働協約に基づいて協約基本給に0,9709をか
けた額がオペル基本給となっている。そしてこの基本給を算定基礎に協約プレミアがElか
らZ5までは基本給の24%、E6からZ8までは17%、E9からZllまでは14%と設定きれてい
る。これとは別にオペルプレミアがある。説明パンフレットによれば、2006年1月1日から
のERA移行で基本給があがったことの対応として、プレミアが協約プレミアとそれを超え
るオペルプレミアに分割された。報酬構成は3分割きれたが、総額は変わらないように維
持された。新たに設定されたオペルプレミアが、品質などを基準にした混合プレミアになっ
ていたかどうかは聞けなかった。経営協定では、報酬引き上げがあれば、その分オペルプレ
ミアにも反映させるという2005年の「将来協約2010」が締結されているから、労働協約上の
プレミアに関する規定以外の新たなオペルプレミアの設定は行われてないと見てよいだろ
う。職員報酬の方は旧来から基本給、協約業績手当とオペル業績手当から構成されていたか
ら、ERA移行でも変化はなかった、ということである。職員俸給表にもあった時間報酬表
の各％は、査定点を換算して基本給に乗じて業績手当を出すための係数である。2005年3月
17日の2010年まで有効な経営協定「未来協定2010」によれば、業績査定点数20点までは0等
級､21-36点でl等級､37から52点で2等級､…85-100点で5等級と6段階に分けられていて、
基本給のそれぞれ0％、3,4％、6,8％、10,2%、13,6%、17%を業績手当とする。9表は06年
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業績報酬表 時間報酬表
報酬等級 協約基本給
協 約
プレミア 協約報酬
オペル
プレミア
オペル
報酬
オペル
報酬
0％
オペル
報酬
3,4％
オペル
報酬
13,6%
オペル
報酬
17%
El 1,780 363 2,143 41 2,183 1,953 2,009 2,175 2,230
E2 1,822 372 2,194 149 2,342 2,022 2,080 2,253 l1
E3 1,886 385 2,271 221 2,491 2,091 2,151 31 2,391
E4 1,992 406 2,398 176 2,575 2,160 2,222 2,409 2,471
Z4 2,034 415 2,449 153 2,602 2,229 2,293 2,486 2,551
E10 3,602 385 3,987 225 4,212 3,886 4,000 4,344 4,458
Z10 3,708 396 4,104 232 4,336 4,049 4,167 21 4,639
Ell 3,920 419 4,339 244 4,583 4,441 4,564 4,929 5,051
Z11 4,132 441 4,573 255 4,828 4,445 4,573 4,956 5,083
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のものだが、業績手当の内訳を示したものである。
第9表オペルの業績手当表（2006.01.01）
占工一口
表中の報酬額は四捨五入、カッコ内は5段階評価の報酬率。TLZ;TariflicheLeistungszulageOPL;OpelLeistungszulage
協約業績手当の報酬等級別の開きは傾向的にあがっているのに対してオペル業績手当の額
は等級を上がるごとに上昇するようなことはなく、等級間の相対格差だけが係数が上がって
もほぼ維持されている。第9表で基本給に係数を乗じた値はオペル業績手当にではなく協約
業績手当の額に照応している。オペル業績手当は、 2005年までに支給されていた17%までの
業績手当の額が、ERA移行措置で協約手当とオペル手当に分割したことで減少しないように
調整のためにおかれた、 と思われる。オペル特有の業績査定手続きがないからである。ERA
移行に際して従業員委員会が作成した従業員向けの説明パンフレットでは、旧職員給与の構
造は変えないし、査定手続きは従来どおりとし、ERAによる変更で業績手当が変わることは
ない､との説明があるからである。金属産業のERA協約が､統一的報酬制度の設計に当たって、
旧所得が下がらないことを協約締結の前提にしていたことは、すでに見た(大塚忠、 ドイツ
の業績・成果給[1]、2008,57)。それゆえ経営協定上の査定手続きは、ヘッセン地方の枠組
み協約に基づき決められた、 と見てよい。事実、手に入った査定表はヘッセン協約ですでに
見た業績査定手続きによったものである（大塚忠、 2008,56f.)。ヘッセン協約と同様、査
定項目は大分類では労働投入、労働配慮、作業知識、協働と人事効果の4つだが、 これらは
それぞれより細分化きれて、たとえば作業知識は、 さらに思考の柔軟性があるかどうか、大
局を見れるかどうか、本質の識別と判断ができるかどうかなどを査定内容に含み、それらの
査定のための判定材料も詳しく書かれている。協働の項目では、情報交換、協働における信
頼能力、指導態度などが査定されている。そして、ヘッセン協約が規定したように、査定項
｜
|
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報酬等級 協約報酬
TLZ
(0％）
OLZ
(0％）
TLZ
(3,4％）
OLZ
(3,4％）
TLZ
(13,6％）
OLZ
(13,6%)
TLZ
(17％）
OLZ
(17％）
El 1,661 0 196 56 192 226 181 282 178
E2 1.700 0 223 58 220 231 211 289 208
E3 1,760 0 228 60 226 239 217 299 214
E4 1.858 0 196 63 192 253 180 316 175
Z4 1.898 0 221 65 218 258 208 323 205
E10 3,361 0 334 114 329 457 312 571 307
Z10 3,460 0 390 118 385 471 368 588 363
Ell 3,657 0 566 124 558 497 533 622 25
Zll 3,855 0 372 131 362 524 333 655 323
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目ごとのウェイト付けに関しては経営協定がなされ、それによって査定点の配分は、定型的
作業の場合は、労働投入、労働配慮に厚く、知識と指導が必要な部署では、作業知識、協働
に点数が多くつくようになっている。オペルではウェイトの異なる分野を5つの「機能分野」
に分けており、定型的作業の場合に該当する等級より指導的作業が主になるマイスターなど
の方が査定総点が高くなるような協定が結ばれている。
第10表オペルの査定点数表
機能①は定型的な業務につく場合である。機能②は協働や意欲が必要な分野の査定点数で
ある。機能③は実務知識を必要とする分野である。機能④は何らかの指導的業務につく場合
となっている。機能⑤はマイスターなどの業務のケースである。ウェイトに関してはヘッセ
ン協約も事業所で決めるようにもとめており、上限は経営判断に任せているのでほぼそのと
おりの経営協定が結ばれている、 と見てよいだろう。 5段階評価の総査定点がすでに見たよ
うに0から17%の間で係数化きれる。ところで、以上のようなオペルの業績査定制度はどう
運営されていたのか、上司査定に付きまとう不透明性、偏り、査定放棄などはなかったのか
どうか、については詳しく聞けてない。査定に問題は生じてないのかの問いに、シヤフナー
はそれほど大きな問題はない、 と答えたがその意味は従業員委員会からみてということだっ
たように思われる。
協約外職員に関しては、2000年の経営協定をもらった。協約外職員の協定上の定義は、中・
上級マネージャー以外で、協約上の最高給与グループより高度な仕事に就く、 というもので
ある。この職掌層の職務、労働時間はすべて個人契約である。2000年時点では、報酬|等級は
7a,7bというグループになっている。それぞれの等級グループの範囲給が協定されてる。
7bは時間当たり5.245～5.928ユーロ、7aは5.665～6.348ユーロとなっている。グループ内格
差は13%､グループ間は21%とする、と協定されているから明らかに協約外職員のこのグルー
25
査定等級
l等級 2等級 3等級 4等級 5等級
基本
項目
機能
①
機能
③
機能
⑤
機能
①
機能
③
機能
⑤
機能
①
機能
③
機能
⑤
機能
①
機能
③
機能
⑤
機能
①
機能
③
機能
⑤
労働
投入
10 4 4 20 8 8 30 12 12 40 16 16 50 20 20
労働
配慮
6 6 4 12 12 8 18 18 12 24 24 16 30 30 20
知識
利用
4 7 4 8 14 8 12 21 12 16 28 16 20 35 20
協働
欲
3 8 6 16 9 24 12 32 15 40
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プは従業員委員会の規制対象である。グループ内昇給は仕事が変化したときか、拡張したと
きで、個人的な給与引き上げ率は5％を超えないと取り決められている。どちらのグループ
に帰属するかは、指導層分析的評価法を使い、オペル側が従業員委員会と一緒に決定する。
この職員の3分の1には査定に基づく業績手当が支給されることになっている。経営協定で
は3年間の期間を置いて協約外職員の給与表が見直される。その間の協約給与引き上げで生
じた調整すべき累積差額分がこの手当の原資として使われるのである。こうして年1回限り
の一律の業績手当てがこの職員層に支給されている。 3分の1の上位に入るかどうかは上司
の業績査定で職員の序列が作られることでわかる。査定項目は、 目標達成による企業成果へ
の貢献、品質意識・顧客志向・企業家的行動、仕事責任、イニシアティブ・想像力、チーム
志向、指導力などである。査定結果に関する上司との面談があり、査定と協約外職員の業績
序列が説明されることになっている。査定手続きの不当性に関しては苦情処理委員会(人事
課と従業員委員会の協働に基づく）手続きが決められている。なおJ.シャフナーによれば、
このような報酬ばかりでなく労働時間についてもこの層に関しては規制があるが、ただし協
約外職員には時間外手当はつかない。以上のような規制のある一律支給の業績手当が指導的
職員層の業務インセンテイブとして機能していたかは疑問である。おそらくだからこそ、オ
ペルでは2002年より、マネージメント層の組織替えを行ったのであろう。というのは2002年
からオペルではこれまでのように上、中級管理者に加えて協約外職員がいるのではなく、協
約外職員であった指導的職員層を第3のマネージメント層として管理職の一環にするという
位置づけをすることになったからである。管理職層でみたオペルの経営組織は、 1907年時
点ではおよそ7人の経営幹部、200人の上級管理職(管理レベル1）、500人の中級管理職(管
理レベル2)、そして、管理レベル3の管理職2,000人という構成になる。2007年の中間管理
職層まで含めた範囲給がシャープナーとのインタビューでわかる。第3管理職である7bは
5872から6635ユーロ、7aは6342から7105ユーロ、第2管理職層に入る8bは6800から9051
ユーロ、 8aは6902から10044ユーロ、9は7151から10381ユーロとなっていた。この範囲内
で目標協定の査定結果が俸給に換算されて増減する｡シャープナーによれば､カタログになっ
た目標から実際設定きれる目標は3つまでである。したがって目標管理制度が導入きれ、指
導的職員層以上に関しては企業成果依存型の報酬制度が導入されたということは明らかであ
る。この目標管理がボーナスと結び付けられているかを聞いたところ、ボーナスは経済状態
が良くないと支給されず､支給対象は上から2つ目までの管理職層だ、ということであった。
経営側の目標管理の模索はまだ始まったばかりだという印象が強い。2000年のIfaAの『成果
ファクター指標』に載った数値目標の設定に関するオペルの報告では､会社目標を設定し、
それを細かく各事業部にブレークダウンし、PDCAをまわして目標達成につなげる組織作り
l
l
’
’
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をしているとなっている。そして会社の中長期目標は当面、安全、品質、コスト、生産性、
組織発展におかれ、 目標値算定の指標が欠陥数、 2ヶ月以内補償件数、すべての費用の予算
乖離額、生産計画充足率…他、で作られている。会社目標は細分化され部門に下り、内容を
変えてマイスターとグループリーダーにまで下るきれ、マイスターたちの独自の年間目標設
定に連なるとされている。マイスターはリーダーと協力して、管轄内グループのグループを
自分の目標値に持っていくよう義務付けられている。グループリーダーはマイスターの協働
者で問題に関する情報を伝え、計画達成方法をマイスターと打ち合わせ、メンバーに企業目
標を伝え、グループ目標を達成すべくメンバーと協働し、数値化やビジュアル化に協力する
などの役割を期待きれている。そして目標達成と能率査定で給与は成果型にすると報告され
ている(IfaA,2000,59丘、大塚忠、2002,15)。実際には、今まで見たように管理職層を
下に広げ、 目標管理を隅々まで浸透させようとしていることはわかるが、拡張された管理職
層以下に目標管理が浸透しているという事実は今のところ見えてこない。総じてオペルの場
合は、一般従業員層に関してはまだ労使関係の規制内にある、 と見てよいのかもしれない。
ダイムラーベンツ本社工場：ウンタートュルクハイムエ場で人事課長A.ミュルター氏に、
主としてダイムラーベンツでの成果給の導入状況について話を聞いた。一般従業員にはボー
ナスはないし、グループ労働に関しては目標協定も今のところはない、 というのがまず先に
インタビューで聞きたいこととして伝えてあった質問への返事であった。この点は2002年の
カッセルエ場訪問調査(大塚忠、2002,27)での予想とは大きく異なり、ゲッチンケン学
派がドイツモデルと讃えたカッセルのボーナスシステムがベンツの他工場に広がってない
し、ボーナスを用いた目標管理が一般作業員にも浸透していることはない、 ということで
ある。あまり今回は協力的ではなかった、ラシュタットエ場従業員委員会議長フイッシャー
も、ボーナスや目標協定はない、 とそっけなく述べていたので、ベンツでも一般従業員の報
酬制度にそれほど大きな変化は生じてない、 と見てよさそうである。事実ダイムラークライ
スラーの時期の賃金や給与に関しては、2004年3月時点の報酬テーブルをすでに入手してい
たので、ERA導入で変化があれば教えてほしいというと、基本原理はあまり変わってない、
ということであった。職務評価法がREFAによるものからMTM法に変わり、工職統一報
酬のランク作りに800の作業設計ケースを用い半年以上の議論を費やし、2007年1月から実
施ということになったが､なお6,000に上る同権委員会への苦情申し立てがでている、という。
大変な取引費用である。REFAは職務等級の設計に詳しい職務記述から始まる職務評価・分
析法をとっていたから従業員参加の機会が多いが、MTMはカタログに基づいて職務設計を
していくのだから、現場との開きが多く、調整コストがかかっているということだろう。報
27
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酬等級はバーデンヴュルテンベルクの労働協約どおり、ここでも17の職務等級が設定されて
いる。 17の等級区分がざらに細分化されてるから、ランキングのための微調整が細かく行わ
れているのが現状だ、 というのである。この基本給に業績報酬がつく。この積上げ分に関し
ては個人業績給のようなかつてのアコード、数量プレミア、品質プレミアは廃止され、今は
グループプレミアしかない、 ということであった。さらに、保全工などの時間賃金労働者、
職員の場合は査定に基づく業績手当が支給されており、その額は7％の固定分に加えて、 0
から14%の問で変動するように設定されている、という話であった。査定はすでにオペルで
見たように、労働の量、質、作業態度、協働、責任などの項目で行われており、 IGメタル
との協定に沿っているし､特にダイムラーベンツ特有の企業内査定項目といったものはない。
それゆえERA移行前のデータになるが2004年時点での賃金と給与表を見てみよう。職務等
級は協約上は17等級だが、ERA以前でもベンツの事業所協定でさらに導入等級と事業所内
技能向上等級を付け足しても良いことになっているので(ERABroschuere,DasWerkzeug
fijrfairBezahrung,BezirkBaden-Wtirttemberg,5)、実際の職能等級表は労働者の場合も、
職員の場合も40等級ほどのランクから成り立つ。第llから15表として、ダイムラークライス
ラーの報酬表を掲載する。
第11表標準賃金表2004,03,01
ユーロ
協約賃金十協約プレミア収入十協約外手当
??．??????????????????????????????‐?
28
L
標準賃金表ユーロ／月（週35時間）ウンタートュルクハイム、ガッゲナウ､ジンデルフインデン､ラシュタット､マンハイム
職務
等級協約賃金
協約プレミア収入
100％ 101%102%102.4% 105%106%107%108%
他
協約外手当
庁
ノ 1,619,4355,30478,07500,83509,94 569,13591,89614,6637,42201,77
8 1,619,4361,07484,12507,18516,40 576,34599,39622,44645,50224,83
9 1,657,31466,83490,17513,51522,85 583,54606,88630,22653,56210,03
10 1,657,31472,60496,23519,86529,31 590,75614,38638,01661,64233,09
19 1,932,89527,71554,10580,48591,03 659,64686,02712,41738,79177,94
20 1,932,89534,28560,99587,71598,39 667,85694,56721,28747,99204,21
39 91,62686,46720,78755,11768,84 858,0892,40926,72961,01254,22
40 2,522,6194,98729,73764,48778,38 868,73903,48938,22972,97257,33
41 2,553,607 3,51738,69773,86787,93 879,3914,56949,74984,91260,44
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ﾆエーロ
､イムはこの表とは乖離。月収は協約賃金十協約業績手当十協約外手当
まず押さえておくべきは、ダイムラークライスラーですでにカッセルエ場は報酬表の中に
入っておらず、その意味ではベンツの報酬表をめぐるカッセルエ場は労使関係の対象外だっ
たことである。カッセルエ場は日本のトヨタで言えば日野自動車の工場のような位置づけだ
ろう。ゲッチンゲン学派が言うような、 ドイツの典型的な生産方式を示した工場、 とは捉え
られない｡この点カッセルエ場の事例はここでは使えない3)ollと12の2つの表からウンター
トュルクハイム以下マンハイムまでのベンツ労働者の場合は、協約基本給十団体プレミアか
協約基本給十業績手当で月収が決まっている。協約基本給はバーデンヴユルテンベルクの協
約賃金であり、出発等級である7， 8等級、 9,10等級そして19,20,21等級と金額は同じ
である。つまり入職時等級と企業内技能アップ等級が追加され、そのことが標準賃金ではプ
レミアの出発点（0％）の金額差としてあらわされている。時間賃金では、これが同じよう
に協約業績手当の保障額（0％）の等級間格差に現れている。不熟練工や半熟練工の職務等
級7， 8， 9， 10の場合は、企業内技能アップ等級はない。技能アップ等級は養成資格を持っ
た熟練工以上への適応である。それに加えて、 2つの表いずれも協約外手当(tibertarifliche
Zulage)が数パーセント付いていることがわかる。表llの団体プレミアは1993年以来実施き
れてきているReZei協定に基づくもので(大塚忠､2000,25.2002,28)､事実上のマイスター
3）2002年調査で報告したゲッチンゲン社会調査研究所のシューマンたちのアドバイスに乗ったカッセル
エ場に関する記述は、それゆえ、 ドイツ生産法方式の代表例の一つといった捉え方はできないと修正
する必要がある（大塚忠、2002,7）。
’
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時間賃金表ユーロ／月（週35時間）ウンターテュルクハイム、ガッゲナウ､ジンデルフィンゲン､ラシュタット､マンハイム
職務
等級協約賃金
協約業績手当（業績査定点の％表示）
0％ 1% 2％ 3％ 9％ 10％ 11% 12%
他
協約外手当
7 1,619,431 6,03155,68175,32134,97 312,85332,50352,15371,79209,23
8 1,619,431 6,03155,93175,52135,72 315,09334,99354,88374,78234,12
9 1,657,31139,2159,35179,50199,64 320,51340,66360,80380,95217,94
10 1,657,31139,2159,60180,00200,39 322,75343,14363,54383,93242,82
20 1,932,39162,36185,41208,47231,52 369,85392,91415,96439,02210,24
21 1,932,39162,36185,70209,04232,37 372,40395,7419,08442,42238,58
22 2,041,03171,45195,07218,69242,32 384,05407,67431,29454,91149,70
47 2,739,54230,1262,68295,25327,81 523,20555,77588,33620,90286,80
48 70,53232,7265,65298,58331,52 529,11562,04594,98627,91289,99
49 2,801,52235,33268,6301,9335,23 535,03568,33601,63634,93293,18
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と作業グループによる標準能率目標協定(MTM方式を用いた標準能率の算定）とその標準
を超える成果によってプレミア算定率が増加する。算定率のカーブは2～3％の問で緩和さ
れている。団体プレミアでも協約外手当が支給されているのだが、これが査定の入った手当
として業績給についたものかどうかはわからない。オペルで見たように、ERA移行で、協
約部分と協約外部分が分けられただけでそれ以前のプレミア取得額を保障すべく調整額が協
約外手当とされているかもしれない。オペルでもベンツでも大量生産職場では、生産計画量
の多寡にかかわらず標準報酬(いわゆる振り子賃金)が支給きれていたから(大塚忠､前掲、
2008,58)、後者の調整金額の可能性が高い。この協約外手当については時間賃金労働者の
場合も、協約業績手当の原資(ERA以前は13%)から協約手当分を引いた残りを協約外手当
として各等級に配分したものと考えたほうがよさそうである。 17の基礎等級ではなくそれに
付け加えられた入職等級や追加等級の場合は数値目標に基づく業績査定がでなかったり、あ
るいは査定項目に関するウェイトが違ってくるから、表内の協約外手当ではそれらの違いが
表現されて、各等級間で格差が出ているように思われる。ただ、確認は取れてない。時間給
労働者の業績手当は、協約に基づいて査定きれ、査定点が0～12%の問で1%づつの開きで
換算されている。査定項目は労働協約に規定された項目と変わっておらず、数値目標の設定
された労働の量と質の成果や、協働、責任などだが、査定の実際に関してはわからない。 13
区分に分けて査定点が業績手当％と結び付けられているからかなり細かな査定が行われてい
たと推測できる。2007年時点での業績手当はミュルターの話では固定分7％で変動分は0か
ら14%の開きとなっていたから、固定分が減り、変動幅が開いたと見てよさそうである。
次は職員の標準俸給表である。資料では週35時間、週39時間、週40時間労働(労働時間の
延長措置）のそれぞれの標準俸給表があるが、以下では、週40時間の標準俸給表を見てみる
ことにする。週35時間と比較すると各等級とも14,25%ほどの月収増となっている。この点
は協約基本俸給表でも同じように週労働時間の差で協約基本俸給の違いがある。第13表の協
約基本俸給表からバーデンヴュルテンベルクの労働協約で、協約上の7等級の分類が各等級
とも4つのレンジに細分化されていることがわかる。マイスターMは技術系職員Tの第2等
級から第6等級のそれぞれ最上位区分に1等級づつ位置づけられている。これに業績手当が
加わって実月収が構成されているのであるが、これらベンツの事業所協定ではさらに現場に
合わせた等級細分化がみられず、また業績手当の手元の資料からは上の協約俸給との関連が
正確にたどれない。事務系職員K、技術系職員T、マイスターMの統一俸給表にするために
ベンツの企業内で職務評価がやり直されたのかもしれない。業績手当込みの月俸給表が第14
表である。
?
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第14表業績手当を含む俸給表（週40時間労働）
豊工一ロ
績手当は、0％2%4％…20％と2％刻みの11段階になっている。算定ベースは協約グルー
ル約俸給である。遅くとも4年就労後鮒±3,5％0個人俸給となる。
31
！
事務系職員 協約俸給 技術系職員・マイスター 協約俸給
Kl 1 1658,81ユーロ Tl l 1927,95ユーロ
K1 2 1752,29 T1 2 2032,73
K1 3 1847,01 T1 3 2141,89
K1 4 1951,15 T1 4 2252,30
K2 1 2033,98 T2 1 2297,47
K2 2 2142,50 T2 2 2425,46
K2 3 2254,81 T2 3 2554,70
K2 4 2391,59 T2 4/M1 2690,85
K6 1 3687,76 T6 1 3985,77
K6 2 3710,97 T6 2 3993,30
K6 3 3911,10 T6 3 4212,25
K6 4 4108,73 T6 4/M5 4400,46
K7 4449,41 T7 4873,52
序列
等級協約等級
業績階層
11,0
100%
11,5
102％
12,0
104%
12,5
108％
15,0
128％
15,5
132%
16,0
136%
1 KlTl 2,2842,330 75 2,467 2,9243,0153,206
2 K2Tl 2,3932,4412,4892,584 3,0633,1593,254
3 K2Tl 2,5022,5522,6022,702 3,2033,3033,403
4 K2T2 2,6112,6632,7152,820 3,3423,4473,551
13 K5T4 3,5923,6643,736 79 4,5984,741 85
14 K5T4M23,7013,7753,8493,997 4,7374,8855,033
15 K5T5M33,8103,8863,9624,115 4,8775,0295,182
21 K6T6M44, 644,5534,6434,821 5,7145,8926,071
22 K6T6M54, 734,6644,7564,939 5,8536,0366,219
23 K6T6M54,6824,7764,8695,057 5,9936,1806,368
24 K7T7 4,7914,8874,9835,174 6,1376,3246,516
34 K7T7 5,8805,9986,1156,350 7,5267,7627,997
36 K7T7 6,0986,2206,3426,586 7,8058,0498,293
38 K7T7 6,3166,4426,5696,820 8,0848,3378,590
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14表から、協約等級はさらに細かく区分され、ベンツの各工場の実際に合わせた評価が行わ
れていることがわかる。Klは等級はひとつ、K2,K3は4つ、K4は3つ、K5は4つ、
K6は6つ、K7は8つに区分されている。技術系職員の等級も現状に合わせられ、T7だ
けは同じだが、それ以外は事務系と等級内区分数が異なる。マイスターは、M2はひとつ、
M3は4，M4は3，M5は2つとなっている。このような38の複雑な等級構成の職員の俸
給表と労働者の賃金表(標準賃金表41,時間賃金表49)の40いくつかの等級を統一し、工職
統一俸給表を作るというERA協約の実現はにわかには可能ではないだろう。最初に見たよう
に、調整にかなりの取引コストをかけている理由がここにある。等級区分はこれくらいにし
て、業績査定を見ると点数化され、 さらに0,5刻みでllから16の階層に落とされていることが
わかる。これに対応して協約基本俸給の割増率が36％までほぼ4％ずつの間隔(104%までは
2％ずつ）でllついている。時間賃金労働者との違いは、業績手当の段階が少ないのと、階
層間の格差が大きい、 さらに、査定点がいったん階層に落とされて、査定に関するあいまい
さを吸収し手当に換算する手続きがある、 ということである。労働者の場合より査定は入念
に行われていいたと考えてよい。そのことを表しているのであろう、労働者の場合のように
協約外手当が職員の場合にはない。 ll段階の各割増率は協約の2%刻みではなく、査定階層
が12以上では4%刻みでインセンテイブ効果が強く出るようになっていることがわかる。査
定点数評価階層llが業績手当保障額でありこの額は、等級ごとに少しづつ格差を設けてある。
協約基本俸給額(注にあるように各等級内の協約俸給最高額を基準とする）に査定階層に対応
する換算率をかけた数字をこの保障額に加えると標準月額俸給表にある業績手当込みの月額
俸給になると思われる。査定項目はすに述べたように、時間給労働者の場合と異ならず、数
値目標の伴う労働成果他、仕事の仕方、協働性、責任などであり、査定項目は同じでもウェ
イトが異なったと思われるが、それらに関する情報は、上司査定の実際に関する情報ととも
に入らなかった。上の事実にミュルターが付け加えたのは、ERAの導入で工職とも業績手当
は基本給の平均15%となるよう設定され、10～30%の間で変動することになった、というこ
とである。その変動幅を規定する査定に関しては、査定項目は労働の質・量、仕事のやり方、
協働、責任など変化しないが、査定基準をめく、っては労使の対立があり、結局職員に関して
は仕事の仕方についての数値目標設定が行われ、固定給の6％の範囲で成果をみる目標協定
が結ばれることになった。行動成果を判定するためへイシステムが利用されているというこ
とであり、 6月に目標設定1月に成果査定という日程で行われる、ということであった。
ところで、 2004年3月1日発効の報酬関連資料には、第15表のような、協約外職員である
レベル4の目標年俸範囲等級表がある。’
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注；ガッゲナウエ場立地保障の経営協定（工場移転撤回の条件協定）での、職員の実効俸給は標
準俸給システムの96,5％という方針がE4実効年俸にも同じように適用される。
ミュルターによれば、ダイムラーベンツの協約外職員はE3からE4のレベルに分類され
内E4は労働協約の規制を受ける。注を見れば、ガッゲナウエ場の職員に関する俸給規定
がそのままガッゲナウエ場のE4レベルの協約外職員に適応されているのがわかる。ミユル
ターの管轄工場ウンターツュルクハイムの場合は、 2007年にE4に属するのは15人ほどのグ
ループが管理業務対象となるチームリーダーである。Bandlの最低年収67,745ユーロは、職
員等級でいえば38等級の年収に近い。チームリーダーというから、90年代初頭以来のチーム
労働導入で新たに生まれた一部管理業務を遂行する予備管理職層がここに入っていると見て
よいだろう。
E4レベルの予備管理職は年俸制になっており、4職級制で、各職級の中の年俸は100%
から133%の範囲で変わる、ということは年業績査定か個人目標協定かで成果給が支払われ
ていたということになる。 ミュルターの説明では、成果主義的な目標協定は2007年になって
から新たにE4レベルにまで下ろされ、ダイムラーベンツの管理業務に就く職員は以来すべ
て目標管理の対象となった、 ということである。ということは、2004年時点の範囲給の変動
は、会社目標管理にはなってない業績査定で行われていた、 ということになる。表を見ると
Band間で年俸に重複するような設計になっているから、査定結果によっては降格もあるよ
うな制度設計がきれていると考えられる。 ミュルターによれば、 ウンターテュルクハイム
ではE3は事業部内課長(Abteilungsleiter)、E2は部長、Elは事業部長ないし工場長、そ
のうえは会社役員層でCは領域取締役、Bは本部取締役、Aは社長・副社長である。そして、
2004年入手の別の資料によれば､2004年時点の指導的管理者層の報酬は､固定報酬､変動報酬|、
付随報酬からなっている。付随報酬とは、コメルツバンクのインタビューでもそうであった
が、管理職以上に支給される社用車、病気の際の診療と所得保障、事故の保障、高齢扶助を
意味している。短期の変動報酬としては、個人目標協定に基づく成果報酬としてタンテイー
メがあり、コンツェルンと事業単位の計画値と実効値の開きから出た営業利益を評価して支
給される企業成果報酎ﾄ|がある｡長期の変動報酬は､自社株の相場で価値があがった場合ストッ
クオプシヨンが、さらに特別な業績をあげた場合にキャッシュボーナスが支給されることに
33
’
階層1 階層2 階層3
範囲等級 100%～111%111%～122%122%～133%
Bandl 67,74575,19775,19882,64982,65090,101
Band2 73,91082,04082,04190,17090,17198,300
Band3 80,07588,88388,88497,69197,692106,499
Band4 86,23995,72695,727105,212105,213114,698
関西大学『経済論集』第58巻第4号（2009年3月）278
なっている。管理職以上層には、すでに一部成果給が支給され、 目標協定も行われている。
しかし体系化されていなかったようで、 ミュルターから入手したダイムラークライスラーの
役員報酬に関する説明書では、 目標管理と明確に関連付けられて、新たな成果報酬制度が設
計されていた。それが成果ボーナス制度である。この成果ボーナス制度が2007年からElか
らE4のレベルに下るきれることになった、というのがベンツにおける成果給制度の普及と
拡大だ、 というのがミュルターの解説である。
役員の成果ボーナス制度は、おおよそつぎのようにして算定されている。まず成果は会社
の成果と個人の成果とからなり、会社の成果はグループ成果と事業単位成果の2つからな
る。個人成果は個人目標の達成度とリーダーシップの発揮度からなる。それぞれウェイトが
かけられているが、 3階層に分けられた役員のうち、L3の最下層のケースでは、グループ
成果30％、事業単位成果70％のウェイトである。個人成果のウェイトは同じで、目標達成度
は5段階の0から150%、リーダーシップ発揮度はマイナス20からプラス20%まで5段階で
評価される。目標達成度とリーダーシップ発揮度合計を0から150%の5段階評価にもう一度
落として、個人成果配分率を出す。会社成果のうちグループ成果も事業単位成果もそれぞれ
の計画営業利益の達成度と前年度営業利益との差額を各50％のウェイトで評価し、たし合わ
せて配分率を出している。そして会社成果と個人成果の配分率を掛けることで目標ボーナス
の何パーセントが支給きれるかがわかる。人事部発行DCExecutiveBonusの説明では、L3
の年俸は､90,000ユーロ。目標ボーナスは年俸の30％。グループ成果は目標達成度が110%で、
ウェイトが30％だから成果配分は33％･事業単位成果は90％で70％をかけると63％･個人の
成果が110%とすると合計は105,6%でボーナスは90,000ユーロ×30%×105,6%=28,512ユー
ロとなる。このボーナス算定基準であるウェイトは、L2,Llとなるに従って事業単位成
果の割合が高くなるように設計されている。コンツェルン全体の利益をトップが優先するよ
うなインセンテイブシステムになっているのである。このシステムが、2007年から管理職層
にも適応された。ウンターテュルクハイム人事課の概要説明TargetAgreementでは、目標
管理の経営管理体制を取ることは、すでに1996年にコンツェルンレベルで経営協定きれてい
る(DC,TargetAgreementwithintheframeworkofValue-BasedManagement,15)。つま
り一般従業員までは降りてないけれども、 目標管理による経営方針は展開きれており、それ
に基づく報酬との連結はいまのところ協約外職員の予備的管理業務を遂行するところまで伸
びてきている、 というのがミュルターが言いたかったことである。TargetAgreementはこ
のことを各分権レベルで特定の価値ドライバーと目標協定プロセスの価値ドライバーを発生
させ、優先きせることで会社目標を超える成果をあげる、 としている。TAの説明では年間
の会社外部目標である株式価値と内部目標である付加価値、営業利益、純資産、キャッシユ
｜
’
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フローなどの短期目標と、戦略的な利益率、キャッシュフロー、純現在価値などに下位管理
機構を巻き込むことが意図されている。したがって、管理職層の目標項目は、費用、職務遂
行能力、問題解決、生産性、納期遵守、品質が推奨されている。それら項目に関して数値目
標が立てられ年間の達成度が測られる。質的目標はできる限り数値化きれるか、定義を明確
にした区分で達成度を表現する。達成度は、年俸や追加的な報酬に反映きれる、ただしボー
ナスという形はとらない。ボーナスは特別に業績を上げた個人やチームへの不定期報酬であ
る。また、管理職のうちElからE3の間では、目標達成度とリーダーシップの両方が評価
される。特別目標の達成が行われた場合、 リーダーシップの評価がボーナス算定に入るので
ある。ただし、労働協約の影響を受けるE4レベルの管理職層には、潜在的なリーダーシッ
プの情報を与えるというくらいの基準でしかない。つまり年俸への反映はない。 ミュルター
によれば、この改革に伴って、固定給と変動給の割合が体系化され、ABCクラスは、変動
給80％、E1,E2クラスは50%、E3,E4クラスは30%となった。E3,4クラスの
場合、変動給の70％は個人目標協定達成度で算定され、あとの30％が事業単位成果で構成き
れることになった｡以上､ダイムラーベンツの成果給の浸透程度を見てきた｡管理職予備層(協
約外職員層）にまで成果給が下りてるのは確認できた。ついでに述べておけば、一般職員の
査定にヘイシステムを使った仕事の仕方評価が行われ、業績手当の6％に反映させるという
職員報酬制度の一部変更も管理職リーダーシップの重視というダイムラーベンツの経営構想
が影響したのではないかと考えている。
最後は、フォルクスワーゲンである。ただし、ゲッチンゲン大学のシューマン氏の取り計
らいで本社工場ヴォルフスブルグ調査が可能になったものであり、丁度出版されたばかりの
M.Shumannu.a,Auto5000:einneuesProduktionskonzept,の評価を兼ねた訪問調査であっ
た。それゆえシューマンの言うドイツモデルが実現している子会社Auto5000の人事課にV
W本社から人事課員が来てVWの賃金制度に関する説明を聞いたのが情報の中心で、あと
はAuto5000での労働者の自律的なチームと生産システムとの関連がインタビューの大半に
なってしまった。 ドイツに入って最初の工場訪問だったこともあり、準備も足りず一方的な
説明をうけるだけで終わってしまったという印象が残っている。唯一管理職層の報酬はどう
なっているのかをVW人事課員に聞いたところ、管理職の場合は階層が多すぎるし、多くは
個人契約で秘密なので説明できない､という返事でこの点の成果は出なかった。したがって、
IGメタルの強い規制(VWはIGメタルと直接労働協約を結ぶ）下でのVW報酬システム
の紹介となる。ヴォルフススブルグの従業員は1989年のピーク時の88,600から33,000人に減っ
ている。 IGメタルの統一協約統一交渉はここでも行われ、全部で20の職務階梯グループ
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とそれに協約外のスペシャリストないし管理職務を伴う業務グループEGI，Ⅱ、Ⅲが加え
られた階梯表がつられている。労働者はそのうちl～14の階梯に属し、8,9階梯が養成工
の所属グループである。 1～4は食堂などのサービス従事者、13～14は専門工の業績階梯と
なっており、専門スペシャリストの階梯ということであった。階梯設計は3,259の作業シス
テムの書き出しに基づいて行われ、 IGメタルの報酬委員会がかかわっている。なお、第1
等級は1,523ユーロ、14等級は3,567ユーロの月額報酬である。労働者の場合は、企業内経験
等級は設計されてない。これに対し、職員の場合には165の活動Tatigkeit書き出し評価が行
われ、20階梯の中に偶数番号に経験評価に基づく追加的報酬階梯が設けられている。24ケ
月たつと経験評価された追加等級に移るのである。なお、職員の最高報酬額は20等級で月額
4,886ユーロであり、これに対して、EGIは5,300,Ⅱは5 500,Ⅲは5,900というように月額
報酬に規制が加えられている。この固定月額報酬が基本給である｡そして追加収入としてボー
ナスがある。月単位で支給きれるボーナスは、土曜特別作業に支給されるもので時間あたり
20％の割り増しになる。年間ボーナスは、固定分と変動分に分けられて、前者はll月にクリ
スマスボーナスとして支給され、 1,110ユーロの保障額が決まっている。IGメタルとの協
約でクリスマスボーナスもあわせて、ボーナスの原資は営業利益の10％となっている。残り
の5月支給のボーナスはそれゆえ変動報酬であり､営業利益という企業成果に連動している。
2006年にはVW本社全体で49,000人に2,210ユーロの5月ボーナスが出た、という。このよう
に、 VWのERA移行に伴う新報酬制度は至って簡単であり、インセンテイブは主に決算後
の成果ボーナスで与えられている、 と見ることができる。成果ボーナスの算定に必要な、数
値目標の設定、 目標達成度の確認面談などが行われていると思われるが、本社目標管理シス
テムの存在は確認できるものの(M.Schumannu｡a.,ibid.,109)、VW本社における運用の実
際はわからない。ただ工職を問わず、月例給に関しては固定給のみで、業績報酬は設けてお
らず、また目標協定も行ってないというドイツ産業では異例な報酬制度を採っているのはV
Wヴォルフスブルクのみであろう。つまり経営が短期的な刺激効果を狙ってインセンテイブ
システムを変えることはVWではできてない、ということであろう。
VW子会社Auto5000のほうに移ろう。ヴォルフスブルク市の失業救済にVW人事取締役
P.ハインツが乗り出し、2001年にIGメタルとの労働条件、再・継続訓練､従業員委員
会関連に関する包括協定が締結されてできたのがミニバントーランの生産を担当するAuto
5000プロジェクトである。年齢はさまざまだがほとんどが養成証を持ち、マイスターや技
師資格所持者を含む学習意欲と労働意欲の高い5000人（うち1500人はハノーバーエ場）の労
働者が採用されている。協約基本給はVW協約より20%低いニーダーザクセンの協約賃金
であった。労働時間もフレックスタイムの42時間まで延長可能で平均35時間（延長時間口座
｜
I
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は25％割増)、土曜日平常時間、週3時間の再・継続訓練時間の平常時間繰り入れ（時間給
は半額)、労働者の作業が原因で故障や欠陥が出た場合は、無償残業を引き受ける等、 IG
メタルの妥協による協約が成立している（本社労働時間は28.8時間／週)｡M.シユーマンの
Auto5000への高い評価は、にもかかわらずグループ労働に革新性が発揮きれ、自律性が維
持されている点と、階層構造がフラット化した点である。前者はチームの労働が工程設計ま
で伸びプロセス最適化を可能にし、経営改善に貢献したことである。後者は評価コストの上
昇を避けるためもあり、等級区分をしないで賃金を一律にしたことである。階層区分は管理
職とエンジニアー業務を兼任するマイスター(事業現場エンジニアーに内部昇進）とチーム
の3階層である。それらによって80年代のリーン生産を乗り越えた、という評価をシユーマ
ンは下している(Ibid.13)｡90年代初めのウオーマックたちの『リーン生産は世界の自動車
産業をこう変える」の内容でしかシューマンはトヨタ生産方式を理解してないようである。
NIMMIやオペルアイゼナッハの事例は知らないのだろうか(P.S.Adler,1993,102,KKoike,
1998,71-73,大塚忠,2002,2～6)といいたくなる。トヨタのベテラン労働者がコンカレン
トエンジニアーリングといわれる工程設計に深く関与していたことは最近の小池氏の著作に
寄らなくともよく知られた事実である（小池和男、 2008、藤本隆宏Ⅱ、2001,215ff
)。小池はNUMMIのインセンテイブシステムは、ボーナスで品質改善活動に多少効果を与
えているが、高岡工場に比べてあまりにも低レベルだと判定していた。Auto5000ではどう
か、が知りたいところである。ゲッチンゲン調査報告で強調されているのは、 目標管理シ
ステムが浸透し、チームや個人まで下りていること、数値目標が月単位でチェックされて
いること、そのチェックに対応可能なように、間接工も巻き込んだプロセス改善活動に向
けPDCAサイクルに関する教育訓練(週3時間）が行われたことなどである(M.Schuman
u・a.,,ibid.,44f,46)。こうしてチームばかりでなく個人レベルでも生産数量、コスト、品質、モ
チベーシヨンの4つの査定項目が設定ざれその内部に12の数値目標が立てられ、目標数値の
達成度が「見える化」されていることが明らかにされている。管理と調整の報告を書いたM
クールマンの論文では、バランスドスコアーカード（その説明はない）の利用で目標が財務
目標と並んでゆるい基準のコストや品質まで含むようになったのだ、 という。それゆえ数値
目標はコントロールのためでなく、チームと調整されつつ設定されるので、チームの管轄責
任を果たすために設定きれるのだ、 と強調されている。目標達成でプロセス最適化に励む自
律的チーム労働の評価が意図されているからである。 目標管理が年成果ボーナスを除けば、
インセンテイブ効果とは切り離されていると(Ibid.111)いうことも強調点である。確かに月
例給は一律(2007年時点で2,571ユーロ）だから、インセンティブ効果は少ない。NUMMIと
同じく業績ボーナスにインセンテイブ効果を依存している、 と見てよいのだろう。
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Auto5000の経営側が求めたインセンテイブシステムは、管理者層ばかりでなく、製造現
場にも一定の報酬分に変動給、つまり前年の営業利益の増加を反映する個人業績ボーナス
と成果報酬を組み込むことであった。これも具体的な設計は事業所労使協定において行うこ
とでIGメタルは了承している。ただこの具体化が遅れた。個人業績ボーナスの協定締結は
2005年であった。2004年度営業成績がよくて､2005年からボーナスが支給されている(Ibid.74)。
インタビユーで財務的な成果を聞いたところ、 トーランの売り上げは、2003年2,229百万ユー
ロ、2004年3,129百万,2005年3081百万、20 6年2,130万ユーロとなり、それぞれ残高も200百万
を超える黒字だったことから、個人に還元されたボーナスの額は平均で2004年分はl,000
ユーロ、 2005年1,197ユーロ,2006年1,570ユーロとなっていた。この業績ボーナスの実際の
配分は個人とチームの両面での業績査定を反映して80％から120%の間でおこなわれていた。
ボーナスシステムに関するAuto5000人事課パンフレットでは、ボーナス原資の60%はチー
ムを対象に行われる査定結果で配分されるとなっていた。事例ではチーム労働の評価､整頓、
清潔の評価、作業設計への参加とプロセス最適化への参加の評価がそれぞれ3 : 1 : 1ほど
の比で行われ、ボーナス額の算定に使われるとしていた。この事例では工程最適化へのイン
センテイブが効いている。自律的チーム労働の成果として工程最適化があるというのではな
い。ともあれ､これにあと40％の個人の査定分がつく。事例では上司である現場エンジニアー
による個人査定の項目は、イニシアテイヴとエンゲージメント、能力開発への参加があがっ
ている。健康を理由の欠勤はマイナス分である。こうしてチームと個人の年度業績査定が
総合きれて5月支給されるのがAuto5000の当面の変動報酬であった。このほかに固定ボー
ナスとして、 6月とll月に1,000ユーロの休暇ボーナス、クリスマスボーナスが支給される。
IGメタルとの協約で当初予定していた成果給は売上高利益率が目標値に達しないからとい
う理由で実現しなかった、 という情報がゲッチンゲン調査にある(Ibid.76)。この情報から
解釈すると、Auto5000では、成果給を実施するための財源を別途用意して成果給支給に当
てるという方針で新たなインセンティヴを考えていた、 ということになる。基本給の構成を
一部変動給化するというようなことは考えられていない。
ボーナスだけのインセンティヴでどの程度の仕事をこなしているのかが問われるが、間接
工やスペシャリストを巻き込んでチームも、そしてマイスターが内部昇進した現場エンジニ
アーも多能化し、 PDCAサイクルを習得していて、プロセス最適化、つまり品質改善に成
功しているという以上に詳しい情報はない。インタビューでは品質サークル活動時間を週25
時間(50％の時間給割引）もつことでチームのコミュニケーションが取れるようになってい
る、 ということであったがそれだけでプロセス最適化が達成できるわけではない。ケツチン
ケン調査でもインタビューでも強調されていたのは、従業員の学習モチベーションの高きで
’
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ある。 もうひとつ見逃せないのは、まだ実験段階にあるためか、タクトタイムは2分だとい
うし、車種や車型はもちろん、ユーザーからのオプションもまったくない、すべて標準化さ
れたトーランの組み立てがAuto5000で行われているだけだということである。それ以上の
技能アップの仕組みがない。多能工やマイスターの内部昇進した現場エンジニアーと製品開
発部門とのやり取りはなく、自動車生産にまつわる複雑性はAuto5000の負荷とはなってこ
ない。したがってここの多能工化には限界が見える。事実、2008年にミニバンの新モデルが
出てトーランの2つの車種をラインに流すことになるが、この混流の複雑性を解決するため
に今生産ラインでは新たな挑戦が始まっているということであった。人事課員がゲッチンゲ
ン調査と今日の説明からVWとトヨタの距離は相当縮小したのではないか、にもかかわらず
トヨタの経営が成功している理由は何か、 と聞いてきたので、いまいえることは90年代後半
の革新で、 トヨタの生産ラインでは7車種の車が流れるようになっている、それがこの間の
大きな成果の一つだと答えておいた。インタビュー後の意見交換は終わりになった。
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資料
化学産業の統一報酬テーブル(2007年2月1日から3,6％引き上げ）
ユーロ
1
1
’
’
｜
｜
’
’ 40
L
報酬等級 満18歳以前 満18歳以後
1 10,15 1,656 11,94 1,948
2 10,75 1,753 12,64 2,062
3 11,02 1,797 12,96 2,114
4 12,33 2,174
等級内就業年数による協約報酬
開始額 3年後 6年後
5 13,65 2,227 13,99 2,283 14,332,338
開始額 2年後 4年後 6年後
6 13,982,28114,822,41815,522,53216,222,646
7 14,422,35215,282,49316,152,63417,012,775
8 14,822,41815,712,56316,752,73217,792,902
開始額 2年後 4年後 6年後
9
事務系 2,448 2,679 2,944 3,308
技術系 2,483 2,718 2,987 3,356
マイスター 2,483 2,718 87 3,356
10
事務系 2,752 3,005 3,295 3,621
技術系 2,804 3,062 3,357 3,689
マイスター 2,804 3,062 3,357 89
11
事務系 3,069 3,345 81 3,935
技術系 3,134 3,415 56 4,018
マイスター 3,101 3,380 18 3,976
12
事務系 3,316 3,613 3,911 51
技術系 3,391 3,695 3,999 4,347
マイスター 3,323 21 3,919 4,260
13
事務系 4,564
技術系 4,677
マイスター 4,540
